
地域情報プラットフォームの今後の展開について

平成２４年７月２６日

総務省情報流通行政局地方情報化推進室



・特定ベンダーと継続的に随意契約を結ばざるを得ず（囲い込み）、システム関係経費が高止まり。

・業務ごとにシステムを調達しており、システム間連携（業務処理の連携、データ共有）が困難である

ため、業務が非効率 等

地方公共団体における情報システムの課題地方公共団体における情報システムの課題地方公共団体における情報システムの課題地方公共団体における情報システムの課題

地域情報プラットフォームとは地域情報プラットフォームとは地域情報プラットフォームとは地域情報プラットフォームとは

地域情報プラットフォームによる解決地域情報プラットフォームによる解決地域情報プラットフォームによる解決地域情報プラットフォームによる解決

システム全体を効率化したい！

システム同士を連携したい！

○ 地域情報プラットフォームとは、様々なシステム間の連携（電子情報のやりとり等）を可能にする

ために定めた、各システムが準拠すべき業務面や技術面のルール（標準仕様）。

（例）業務システムのデータ項目やインタフェースの標準、データ形式や通信手順の標準等

・ これまでに、単独の地方公共団体内のシステム間連携に必要なルールを策定。

・ 更に、複数の地方公共団体間等におけるシステム間連携に必要なルールを策定中。

○ 地方公共団体においては、地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築を行うことで、

業務・システムの効率化が実現。

○ 「地域情報プラットフォーム標準仕様書」として策定され、公開。

地域情報プラットフォームによる解決地域情報プラットフォームによる解決地域情報プラットフォームによる解決地域情報プラットフォームによる解決
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(3)(3)(3)(3)

外国人登録外国人登録外国人登録外国人登録

・住基情報、外国人情報・住基情報、外国人情報・住基情報、外国人情報・住基情報、外国人情報(1,3 ⇒⇒⇒⇒ 5～～～～22(除く除く除く除く7))
・住登外情報・住登外情報・住登外情報・住登外情報(30 ⇒⇒⇒⇒ 5～～～～22(除く除く除く除く2,4,7,11,21)) ・法人情報・法人情報・法人情報・法人情報(30 ⇒⇒⇒⇒ 5,6,7,8,9)

・各業務の資格関連情報（・各業務の資格関連情報（・各業務の資格関連情報（・各業務の資格関連情報（10,13,14,15,22 ⇒⇒⇒⇒ 1）））） ・国民年金情報・国民年金情報・国民年金情報・国民年金情報(11 ⇒⇒⇒⇒ 1)
・各業務にて発生した住登外情報・各業務にて発生した住登外情報・各業務にて発生した住登外情報・各業務にて発生した住登外情報 (5～～～～20(除く除く除く除く11) ⇒⇒⇒⇒ 30) ・法人情報・法人情報・法人情報・法人情報(5～～～～9 ⇒⇒⇒⇒ 30)
・滞納者有無情報・滞納者有無情報・滞納者有無情報・滞納者有無情報(9 ⇒⇒⇒⇒ 1) ・印鑑登録情報・印鑑登録情報・印鑑登録情報・印鑑登録情報(2 ⇒⇒⇒⇒ 1) ・戸籍届出情報・戸籍届出情報・戸籍届出情報・戸籍届出情報(21 ⇒⇒⇒⇒ 1)

(30)(30)(30)(30)

住登外管理住登外管理住登外管理住登外管理

(1)(1)(1)(1)

住民住民住民住民基本台帳基本台帳基本台帳基本台帳

(7)(7)(7)(7)

法人住民税法人住民税法人住民税法人住民税

(6)(6)(6)(6)

個人住民税個人住民税個人住民税個人住民税

(10)(10)(10)(10)

国民健康保険国民健康保険国民健康保険国民健康保険

(14)(14)(14)(14)

介護保険介護保険介護保険介護保険

(13)(13)(13)(13)

後期高齢者医療後期高齢者医療後期高齢者医療後期高齢者医療

(12)(12)(12)(12)

障害者福祉障害者福祉障害者福祉障害者福祉

(2)(2)(2)(2)

印鑑登録印鑑登録印鑑登録印鑑登録

(21)(21)(21)(21)

戸籍戸籍戸籍戸籍

(11)(11)(11)(11)

国民年金国民年金国民年金国民年金

・個人住民税情報・個人住民税情報・個人住民税情報・個人住民税情報

・特別徴収・特別徴収・特別徴収・特別徴収

依頼情報依頼情報依頼情報依頼情報

・固定資産税情報・固定資産税情報・固定資産税情報・固定資産税情報

・個人住民税情報・個人住民税情報・個人住民税情報・個人住民税情報

(6⇒⇒⇒⇒11,12,13,14,15,17,18,20)
・国民健康保険情報・国民健康保険情報・国民健康保険情報・国民健康保険情報

(6⇒⇒⇒⇒11,14,15,17,18,19)
・特別徴収依頼情報・特別徴収依頼情報・特別徴収依頼情報・特別徴収依頼情報

(10 ⇒⇒⇒⇒14)
・地番情報・地番情報・地番情報・地番情報(5 ⇒⇒⇒⇒ 21)

・後期高齢者・後期高齢者・後期高齢者・後期高齢者

被保険者情報被保険者情報被保険者情報被保険者情報(13 ⇒⇒⇒⇒10)

・外国人登録情報・外国人登録情報・外国人登録情報・外国人登録情報

・住基情報・住基情報・住基情報・住基情報

・住基情報・住基情報・住基情報・住基情報
・外国人登録情報・外国人登録情報・外国人登録情報・外国人登録情報

(a) (b)

(c)

(d)

(e)

（）内の数字：（）内の数字：（）内の数字：（）内の数字： 業務ﾕﾆｯﾄの番号業務ﾕﾆｯﾄの番号業務ﾕﾆｯﾄの番号業務ﾕﾆｯﾄの番号

地域情報プラットフォームは、①地域情報プラットフォームは、①地域情報プラットフォームは、①地域情報プラットフォームは、①業務システム間の連携データ項目・連携インタフェース業務システム間の連携データ項目・連携インタフェース業務システム間の連携データ項目・連携インタフェース業務システム間の連携データ項目・連携インタフェースと②と②と②と②それを支える技術的な要素（通信規約等）を標準化それを支える技術的な要素（通信規約等）を標準化それを支える技術的な要素（通信規約等）を標準化それを支える技術的な要素（通信規約等）を標準化

自治体の業務データ連携と地域情報プラットフォームの標準仕様自治体の業務データ連携と地域情報プラットフォームの標準仕様自治体の業務データ連携と地域情報プラットフォームの標準仕様自治体の業務データ連携と地域情報プラットフォームの標準仕様

(5)(5)(5)(5)

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

(8)(8)(8)(8)

軽自動車税軽自動車税軽自動車税軽自動車税

(9)(9)(9)(9)

収滞納管理収滞納管理収滞納管理収滞納管理

・各賦課情報・各賦課情報・各賦課情報・各賦課情報(5,6,7,8,10 ⇒⇒⇒⇒ 9)
・各送付先情報・各送付先情報・各送付先情報・各送付先情報

(5,6,7,8,10 ⇒⇒⇒⇒ 9)

・収滞納情報・収滞納情報・収滞納情報・収滞納情報

(9 ⇒⇒⇒⇒5,6,8,10)
・口座情報・口座情報・口座情報・口座情報

(9 ⇒⇒⇒⇒5,6,8,10)

(22)(22)(22)(22)

子子子子どもどもどもども手当手当手当手当

(15)(15)(15)(15)

児童手当児童手当児童手当児童手当

(17)(17)(17)(17)

乳幼児医療乳幼児医療乳幼児医療乳幼児医療

(18)(18)(18)(18)

ひとりひとりひとりひとり親医療親医療親医療親医療

(16)(16)(16)(16)

生活保護生活保護生活保護生活保護

(50)(50)(50)(50)

財務会計財務会計財務会計財務会計

(4)(4)(4)(4)

選挙人名簿管理選挙人名簿管理選挙人名簿管理選挙人名簿管理

(52)(52)(52)(52)

人事給与人事給与人事給与人事給与

(51)(51)(51)(51)

庶務事務庶務事務庶務事務庶務事務

(53)(53)(53)(53)

文書管理文書管理文書管理文書管理

・生活保護情報・生活保護情報・生活保護情報・生活保護情報

(16 ⇒⇒⇒⇒ 6)

・個人住民税情報・個人住民税情報・個人住民税情報・個人住民税情報(6(6(6(6⇒⇒⇒⇒16)16)16)16)

・固定・固定・固定・固定資産税資産税資産税資産税情報情報情報情報(5(5(5(5⇒⇒⇒⇒16)16)16)16)

・軽自動車車両情報・軽自動車車両情報・軽自動車車両情報・軽自動車車両情報(8(8(8(8⇒⇒⇒⇒16)16)16)16)

・国民健康保険情報・国民健康保険情報・国民健康保険情報・国民健康保険情報(10(10(10(10⇒⇒⇒⇒16)16)16)16)

・生活保護情報・生活保護情報・生活保護情報・生活保護情報

(16 ⇒⇒⇒⇒12,14,17,18,20)
・介護保険資格情報、介護保険料賦課情報・介護保険資格情報、介護保険料賦課情報・介護保険資格情報、介護保険料賦課情報・介護保険資格情報、介護保険料賦課情報(14 ⇒⇒⇒⇒16)
・障害者福祉情報・障害者福祉情報・障害者福祉情報・障害者福祉情報(12 ⇒⇒⇒⇒16)
・国民年金情報・国民年金情報・国民年金情報・国民年金情報(11 ⇒⇒⇒⇒16)
・各手当情報・各手当情報・各手当情報・各手当情報(15,22 ⇒⇒⇒⇒16)
・各医療情報・各医療情報・各医療情報・各医療情報(17,18 ⇒⇒⇒⇒16)
・戸籍情報・戸籍情報・戸籍情報・戸籍情報(21 ⇒⇒⇒⇒ 16)

被保険者情報被保険者情報被保険者情報被保険者情報(13 ⇒⇒⇒⇒10)
・介護保険資格情報・介護保険資格情報・介護保険資格情報・介護保険資格情報(14⇒⇒⇒⇒10)
・障害者福祉情報・障害者福祉情報・障害者福祉情報・障害者福祉情報(12 ⇒⇒⇒⇒10)
・特別徴収依頼情報・特別徴収依頼情報・特別徴収依頼情報・特別徴収依頼情報

(13 ⇒⇒⇒⇒6)(14 ⇒⇒⇒⇒ 6)

(19)(19)(19)(19)

健康管理健康管理健康管理健康管理

(20)(20)(20)(20)

就学就学就学就学

・支払情報・支払情報・支払情報・支払情報(10,12,14,15,16,20,22 ⇒⇒⇒⇒ 50)
・調定情報（・調定情報（・調定情報（・調定情報（5,6,7,8,10,13,14 ⇒⇒⇒⇒ 50) ・収納／還付／不納欠損情報・収納／還付／不納欠損情報・収納／還付／不納欠損情報・収納／還付／不納欠損情報(9,13,14 ⇒⇒⇒⇒ 50)

・収納金情報・収納金情報・収納金情報・収納金情報(50 ⇒⇒⇒⇒ 9)
・給与所得者異動届出書・給与所得者異動届出書・給与所得者異動届出書・給与所得者異動届出書

(52 ⇒⇒⇒⇒ 6)

・支払情報、予算管理情報他・支払情報、予算管理情報他・支払情報、予算管理情報他・支払情報、予算管理情報他

・職員情報・職員情報・職員情報・職員情報

・各種情報・各種情報・各種情報・各種情報

(a) 後期高齢者被保険者情報、特別徴収依頼情報後期高齢者被保険者情報、特別徴収依頼情報後期高齢者被保険者情報、特別徴収依頼情報後期高齢者被保険者情報、特別徴収依頼情報

(b) 介護保険資格・高額給付情報、特別徴収依頼情報介護保険資格・高額給付情報、特別徴収依頼情報介護保険資格・高額給付情報、特別徴収依頼情報介護保険資格・高額給付情報、特別徴収依頼情報

(c) 介護保険資格・高額給付情報介護保険資格・高額給付情報介護保険資格・高額給付情報介護保険資格・高額給付情報

(d) 障害者福祉情報障害者福祉情報障害者福祉情報障害者福祉情報 (e),(f) 国民年金情報国民年金情報国民年金情報国民年金情報 (g),(h) 児童手当情報児童手当情報児童手当情報児童手当情報

(i) ひとり親医療情報ひとり親医療情報ひとり親医療情報ひとり親医療情報 (j) 乳幼児医療情報乳幼児医療情報乳幼児医療情報乳幼児医療情報

(f)

(g)

(h)

(i) (j)
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地域情報プラットフォームのイメージと約束事地域情報プラットフォームのイメージと約束事地域情報プラットフォームのイメージと約束事地域情報プラットフォームのイメージと約束事

地域地域地域地域情報プラットフォーム情報プラットフォーム情報プラットフォーム情報プラットフォームのイメージのイメージのイメージのイメージ

① 業務ユニット間同士のデータ連携についての「約束事」

・庁内の各業務ユニットが提供するサービス（業務機能）の範囲

・庁内の各業務ユニット間同士で連携するデータ項目（含むコード辞書）

・同データ項目のうち、オンライン即時で連携する項目に関するインタフェース仕様

・自治体間、国と自治体間、および官民間の業務サービス連携仕様(*1) (*1)今後の予定

② 上記のデータ連携を実現するために必要な技術的な「約束事」

・通信、プロトコル等の規約類 （ＰＦ通信機能）

・データ連携時に用いる統合ＤＢに関するもの （統合ＤＢ機能）

・ワンストップサービスの実現を始めとした業務プロセスのフロー制御を行うために必要なもの （ＢＰＭ機能）

・複数サイト間（自治体間、国と自治体間、官民間）のサービス連携を実現するために必要なもの（ＰＦ共通機能）

（APPLIC資料より）

地域情報シプラットフォームにおける約束事地域情報シプラットフォームにおける約束事地域情報シプラットフォームにおける約束事地域情報シプラットフォームにおける約束事
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業務機能業務機能業務機能業務機能

（（（（業務業務業務業務サービスのサービスのサービスのサービスの範囲範囲範囲範囲））））

●●●●各業務各業務各業務各業務ユニットにユニットにユニットにユニットに必要必要必要必要となるとなるとなるとなる

業務業務業務業務サービスのサービスのサービスのサービスの機能機能機能機能のののの概要概要概要概要をををを

標準仕様標準仕様標準仕様標準仕様（（（（約束事約束事約束事約束事））））としてとしてとしてとして規定規定規定規定

（（（（※※※※標準標準標準標準としてとしてとしてとして必要必要必要必要なななな機能機能機能機能にににに集約集約集約集約））））

●●●●右側右側右側右側のののの「「「「連携連携連携連携データデータデータデータ項目項目項目項目」」」」のうちのうちのうちのうち、、、、

業務業務業務業務コードコードコードコード化化化化したものをしたものをしたものをしたものを一一一一つのつのつのつの

辞書辞書辞書辞書としてとしてとしてとして整備整備整備整備 （（（（※※※※各業務各業務各業務各業務ユニットユニットユニットユニット

にてにてにてにて共通的共通的共通的共通的にににに使使使使われるものわれるものわれるものわれるもの、、、、各業務各業務各業務各業務

ユニットユニットユニットユニット単独単独単独単独にてにてにてにて使使使使われるものなどわれるものなどわれるものなどわれるものなど。）。）。）。）

（（（（必須必須必須必須））））

地域情報プラットフォームの標準化の範囲

①業務面の約束事

業務業務業務業務ユニットユニットユニットユニット間間間間

インタフェースインタフェースインタフェースインタフェース

連携連携連携連携データデータデータデータ項目項目項目項目

●●●●右側右側右側右側のののの「「「「連携連携連携連携データデータデータデータ項目項目項目項目」」」」のうちのうちのうちのうち、、、、

オンラインオンラインオンラインオンライン（（（（即時即時即時即時））））連携連携連携連携としてやりとりがとしてやりとりがとしてやりとりがとしてやりとりが

必要必要必要必要とされるデータとされるデータとされるデータとされるデータ項目項目項目項目についてについてについてについて、、、、

実装実装実装実装(SOAP)(SOAP)(SOAP)(SOAP)インタフェースをインタフェースをインタフェースをインタフェースを標準仕様標準仕様標準仕様標準仕様

（（（（約束事約束事約束事約束事））））としてとしてとしてとして規定規定規定規定

地域情報地域情報地域情報地域情報プラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム

（（（（業務業務業務業務ユニットユニットユニットユニット））））

コードコードコードコード辞書辞書辞書辞書

（（（（必須必須必須必須））））

（（（（必須必須必須必須））））

（（（（必須必須必須必須））））

(*1)(*1)(*1)(*1)住民基本台帳住民基本台帳住民基本台帳住民基本台帳ユニットユニットユニットユニット、、、、国民健康保険国民健康保険国民健康保険国民健康保険ユニットユニットユニットユニット、、、、

財務会計財務会計財務会計財務会計ユニットなどユニットなどユニットなどユニットなど、、、、全全全全２７２７２７２７業務業務業務業務ユニットユニットユニットユニット。。。。
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●●●●単一自治体単一自治体単一自治体単一自治体のののの中中中中においてにおいてにおいてにおいて、、、、

各業務各業務各業務各業務ユニットユニットユニットユニット間間間間にてやりとりされるにてやりとりされるにてやりとりされるにてやりとりされる

データデータデータデータ項目項目項目項目をををを標準標準標準標準仕様仕様仕様仕様（（（（約束事約束事約束事約束事））））ととととしてしてしてして

規定規定規定規定 （（（（※※※※ｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁｵﾝﾗｲﾝ･ﾊﾞｯﾁ連携問連携問連携問連携問わずわずわずわず））））



●●●●自治体内自治体内自治体内自治体内・・・・間間間間、、、、官民間官民間官民間官民間におけるにおけるにおけるにおける

業務業務業務業務サービスのフローサービスのフローサービスのフローサービスのフロー制御制御制御制御をををを

行行行行うためのうためのうためのうための約束事約束事約束事約束事

（（（（※※※※ワンストップサービスのワンストップサービスのワンストップサービスのワンストップサービスの実現実現実現実現にににに必要必要必要必要））））

●●●●業務業務業務業務ユニットユニットユニットユニット同士同士同士同士、、、、またはまたはまたはまたは、、、、

サイトをサイトをサイトをサイトを跨跨跨跨ったったったった業務業務業務業務サービスサービスサービスサービス同士同士同士同士がががが

通信通信通信通信（（（（やりとりやりとりやりとりやりとり））））するためのするためのするためのするための約束事約束事約束事約束事

ＰＦＰＦＰＦＰＦ通信機能通信機能通信機能通信機能

・・・・通信通信通信通信プロトコルなどのプロトコルなどのプロトコルなどのプロトコルなどの国際標準国際標準国際標準国際標準のののの採用採用採用採用

（（（（IPV4,IPV4,IPV4,IPV4, HTTP1.1,HTTP1.1,HTTP1.1,HTTP1.1, SOAP1.1,SOAP1.1,SOAP1.1,SOAP1.1, XML1.0 XML1.0 XML1.0 XML1.0 等等等等））））

・・・・地域情報地域情報地域情報地域情報PFPFPFPFとしてのメッセージとしてのメッセージとしてのメッセージとしてのメッセージ交換交換交換交換のパターンのパターンのパターンのパターン

・・・・地域情報地域情報地域情報地域情報PFPFPFPFとしてのとしてのとしてのとしての添付添付添付添付ファイルのファイルのファイルのファイルの形式形式形式形式 などなどなどなど

（（（（必須必須必須必須））））

【【【【現状現状現状現状でででで活用活用活用活用】】】】【【【【現状現状現状現状～～～～近近近近いいいい将来将来将来将来】】】】

地域情報プラットフォームの標準化の範囲

②技術面の約束事

ＰＦＰＦＰＦＰＦ共通機能共通機能共通機能共通機能

ＢＰＭＢＰＭＢＰＭＢＰＭ

※※※※

機能機能機能機能
統合統合統合統合ＤＢＤＢＤＢＤＢ機能機能機能機能

●●●●複数複数複数複数サイトサイトサイトサイト（（（（複数団体複数団体複数団体複数団体））））にににに跨跨跨跨ったったったった

業務業務業務業務サービスのサービスのサービスのサービスの連携時連携時連携時連携時にににに必要必要必要必要となるとなるとなるとなる

共通的共通的共通的共通的なななな約束事約束事約束事約束事

・・・・認証認証認証認証・・・・認可連携機能認可連携機能認可連携機能認可連携機能

・・・・運用運用運用運用モニタリングモニタリングモニタリングモニタリング機能機能機能機能 などなどなどなど

●●●●単一自治体単一自治体単一自治体単一自治体のののの中中中中においてにおいてにおいてにおいて、、、、

情報情報情報情報のののの統合管理統合管理統合管理統合管理をををを目的目的目的目的としとしとしとし、、、、

業務業務業務業務ユニットユニットユニットユニット同士同士同士同士のデータのデータのデータのデータ連携連携連携連携のののの

効率化効率化効率化効率化をををを実現実現実現実現するためのするためのするためのするための約束事約束事約束事約束事

（（（（オプションオプションオプションオプション））））
（（（（オプションオプションオプションオプション））））

（（（（オプションオプションオプションオプション））））

地域情報地域情報地域情報地域情報プラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム

（（（（サービスサービスサービスサービス基盤基盤基盤基盤））））

【【【【現状現状現状現状でででで活用活用活用活用】】】】

【【【【将来的将来的将来的将来的】】】】

【【【【現状現状現状現状～～～～近近近近いいいい将来将来将来将来】】】】
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標

準

化

地域情報プラットフォームの普及促進

・現在の標準仕様書により、地方・現在の標準仕様書により、地方・現在の標準仕様書により、地方・現在の標準仕様書により、地方

公共団体内部でのシステム間公共団体内部でのシステム間公共団体内部でのシステム間公共団体内部でのシステム間

反映

地域情報プラットフォーム標準仕様書地域情報プラットフォーム標準仕様書地域情報プラットフォーム標準仕様書地域情報プラットフォーム標準仕様書

地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの業務業務業務業務のうちのうちのうちのうち、、、、２７２７２７２７業務業務業務業務のののの情報情報情報情報システムについてシステムについてシステムについてシステムについて標準化標準化標準化標準化

（（（（ 拡拡拡拡 充充充充 ））））

反映

標準仕様書で標準化された情報システム（２７業務）標準仕様書で標準化された情報システム（２７業務）標準仕様書で標準化された情報システム（２７業務）標準仕様書で標準化された情報システム（２７業務）

住民基本台帳 固定資産税 収滞納管理 後期高齢者医療 乳幼児医療 戸籍 人事給与

印鑑登録 個人住民税 国民健康保険 介護保険 ひとり親医療 住登外管理 文書管理

外国人登録 法人住民税 国民年金 児童手当 健康管理 財務会計 子ども手当

選挙人名簿管理 軽自動車税 障害者福祉 生活保護 就学 庶務事務

地域地域地域地域情報プラット情報プラット情報プラット情報プラット

フォームフォームフォームフォーム推進事業推進事業推進事業推進事業

地域情報プラット地域情報プラット地域情報プラット地域情報プラット

フォームフォームフォームフォーム活用推進事業活用推進事業活用推進事業活用推進事業

自治体クラウド推進自治体クラウド推進自治体クラウド推進自治体クラウド推進

事業事業事業事業 （H23）
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・
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・
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ム

・
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シ
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ム

間間間間

・・・・

幅

広

幅

広

幅

広

幅

広

いいいい

情

報

情

報

情

報

情

報

反映

標

準

化

製

品

化

連携が可能連携が可能連携が可能連携が可能（業務や技術のルールを（業務や技術のルールを（業務や技術のルールを（業務や技術のルールを

規定）規定）規定）規定）

・地方公共団体と民間等外部とのシステム間連・地方公共団体と民間等外部とのシステム間連・地方公共団体と民間等外部とのシステム間連・地方公共団体と民間等外部とのシステム間連

携についての分析手順や、個別の製品が標準携についての分析手順や、個別の製品が標準携についての分析手順や、個別の製品が標準携についての分析手順や、個別の製品が標準

仕様に準拠していることを確認する手順を規定仕様に準拠していることを確認する手順を規定仕様に準拠していることを確認する手順を規定仕様に準拠していることを確認する手順を規定

製品化の促進製品化の促進製品化の促進製品化の促進

標準仕様準拠製品の拡大標準仕様準拠製品の拡大標準仕様準拠製品の拡大標準仕様準拠製品の拡大

（（（（一一一一財財財財）全国地域情報化推進協会は、準拠確認された製品を登録）全国地域情報化推進協会は、準拠確認された製品を登録）全国地域情報化推進協会は、準拠確認された製品を登録）全国地域情報化推進協会は、準拠確認された製品を登録（４８社４４６製品（４８社４４６製品（４８社４４６製品（４８社４４６製品（（（（平成平成平成平成２２２２４４４４年年年年６６６６月末月末月末月末現在現在現在現在））））））））、準、準、準、準

拠確認された製品同士が相互に接続可能であることを確認拠確認された製品同士が相互に接続可能であることを確認拠確認された製品同士が相互に接続可能であることを確認拠確認された製品同士が相互に接続可能であることを確認

個別の製品について標準仕様に準拠していることを確認個別の製品について標準仕様に準拠していることを確認個別の製品について標準仕様に準拠していることを確認個別の製品について標準仕様に準拠していることを確認

（H20～H21）
引越ワンストップサー

ビス、障がい者福祉分

野におけるバックオ

フィス連携と複数団体

間の連携基盤等を検

討・実証

フォームフォームフォームフォーム活用推進事業活用推進事業活用推進事業活用推進事業

（H22）

地方公共団体間等に

おける業務システム間

連携と業務改革に着

目し、業務改革案・シ

ステム改革案を検討

事業事業事業事業 （H23）

団体間の円滑なデータ連

携を実現をしていくため、

連携データ項目や連携イ

ンターフェース機能等につ

いて検討・実証
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地域情報プラットフォームの普及状況

◎◎◎◎地方地方地方地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果公共団体における行政情報化の推進状況調査結果公共団体における行政情報化の推進状況調査結果公共団体における行政情報化の推進状況調査結果（平成（平成（平成（平成２３年２３年２３年２３年４月１日現在４月１日現在４月１日現在４月１日現在））））

地方公共団体における地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築の促進地方公共団体における地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築の促進地方公共団体における地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築の促進地方公共団体における地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築の促進

地域地域地域地域情報プラットフォーム標準仕様を情報プラットフォーム標準仕様を情報プラットフォーム標準仕様を情報プラットフォーム標準仕様を活用したシス活用したシス活用したシス活用したシス

テムテムテムテム再構築について再構築について再構築について再構築について、すで、すで、すで、すでに取り組んでいるに取り組んでいるに取り組んでいるに取り組んでいる自治体自治体自治体自治体
３４０３４０３４０３４０ 166           95

H23.4 H22.4          H21.4

総務省「番号制度に係る地方税務システム検討会『地方団体の税務システム現況調査結果報告書』」より

◎地方税関連◎地方税関連◎地方税関連◎地方税関連システムに係る地域システムに係る地域システムに係る地域システムに係る地域情報情報情報情報プラットフォーム標準仕様準拠システム導入状況プラットフォーム標準仕様準拠システム導入状況プラットフォーム標準仕様準拠システム導入状況プラットフォーム標準仕様準拠システム導入状況（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ23.1223.1223.1223.12月時点）月時点）月時点）月時点）
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個人住民税 法人住民税 固定資産税 軽自動車税 収納管理 滞納管理 住登外管理

市町村数市町村数市町村数市町村数
回答数1,617団体
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福岡県粕屋町の福岡県粕屋町の福岡県粕屋町の福岡県粕屋町の取組取組取組取組

総合窓口グループ総合窓口グループ総合窓口グループ総合窓口グループ

住民住民住民住民

必要な手続きや受けられるサービ

スについての情報を享受できる

適切な

ヒアリ ング

転入手続き

に来ました

地

域

情

報

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

の

サ

ー

ビ

ス

連

携

ル

ー

ル

に

専門グループ専門グループ専門グループ専門グループ

�既存情報の活用

�取得した情報の

即時DB化

子供が生まれたので

手続きに来ました

住記ＤＢ

住民情報系

システム

福祉ＤＢ

福祉

システム

住民視点 職員視点

システム

視点

総窓DB

総合窓口

システム

住記担当住記担当住記担当住記担当

税務担当税務担当税務担当税務担当

フ

レ

キ

シ

ブ

ル

な

組

織

体

制

で

バ

ッ

ク

ヤ

ー

ド

を

遂

行

す

る

こ

と

で

業

務

効

率

U
P

受けられる

サービスの

情報提供

連携の準

備はOK

他
の
自
治
体

国
（
霞
が
関
）

いらっしゃいませ、

私が対応させていただきます

粕屋町では、地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築により、ワンストップサー粕屋町では、地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築により、ワンストップサー粕屋町では、地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築により、ワンストップサー粕屋町では、地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築により、ワンストップサー

ビスを実現する「インテリジェント型総合窓口」を構築。ビスを実現する「インテリジェント型総合窓口」を構築。ビスを実現する「インテリジェント型総合窓口」を構築。ビスを実現する「インテリジェント型総合窓口」を構築。

（粕屋町資料より）

必要最低限の情報のみ伝えること

で、「手続き」、「サービス」が

受けられる

・・・

統合

データベース

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

の

ル

ー

ル

に

準

拠

職員のスキルに依存しない均質の

サービスを受けられる

一つの窓口で複数のサービスを受

けられる（ワンストップサービ

ス）

税務ＤＢ

税務

システム

共通で利用するデー

タを統合管理してい

るため、他システム

で入力されている情

報を重複入力するこ

となく利活用できる

福祉担当福祉担当福祉担当福祉担当

で

バ

ッ

ク

ヤ

ー

ド

業

務

U
P

エキスパートナビにより個人の能力に依存

しない均質なサービスが提供できる

その人にあったサー

ビスを漏れなく提供

できる

職員情報、宛名、

口座情報など

職員の異動があっても、

データが一元管理されてい

るため、 そこだけ変更すれ

ばOK

機能、データの重複所

有がなくなり、保守が

容易になる

他
の
自
治
体

民
間
企
業
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自治体クラウドのイメージ

（（（（現在現在現在現在）））） 庁舎内で管理庁舎内で管理庁舎内で管理庁舎内で管理 （（（（導入導入導入導入後）後）後）後） データセンター内のシステムを共同利用データセンター内のシステムを共同利用データセンター内のシステムを共同利用データセンター内のシステムを共同利用

地方公共団体が情報システムを自分たちの庁舎で保有・管理することに代えて、外部の地方公共団体が情報システムを自分たちの庁舎で保有・管理することに代えて、外部の地方公共団体が情報システムを自分たちの庁舎で保有・管理することに代えて、外部の地方公共団体が情報システムを自分たちの庁舎で保有・管理することに代えて、外部のデータセンターにおデータセンターにおデータセンターにおデータセンターにお

いて保有・管理し、いて保有・管理し、いて保有・管理し、いて保有・管理し、ネットワークを経由して利用できるネットワークを経由して利用できるネットワークを経由して利用できるネットワークを経由して利用できるようにするようにするようにするようにする取組み取組み取組み取組み

複数の地方公共団体の情報システム共同化による割り勘効果、災害に強い情報システムの構築等を実現複数の地方公共団体の情報システム共同化による割り勘効果、災害に強い情報システムの構築等を実現複数の地方公共団体の情報システム共同化による割り勘効果、災害に強い情報システムの構築等を実現複数の地方公共団体の情報システム共同化による割り勘効果、災害に強い情報システムの構築等を実現

自治体クラウドとは

所有から利用へ所有から利用へ所有から利用へ所有から利用へ

共同化・集約化共同化・集約化共同化・集約化共同化・集約化

Ａ市役所Ａ市役所Ａ市役所Ａ市役所

Ａ市所有Ａ市所有Ａ市所有Ａ市所有

アプリケーションアプリケーションアプリケーションアプリケーション

Ｂ市役所Ｂ市役所Ｂ市役所Ｂ市役所

Ｂ市所有Ｂ市所有Ｂ市所有Ｂ市所有

アプリケーションアプリケーションアプリケーションアプリケーション

Ｃ町Ｃ町Ｃ町Ｃ町役場役場役場役場

Ｃ町所有Ｃ町所有Ｃ町所有Ｃ町所有

アプリケーションアプリケーションアプリケーションアプリケーション

Ａ市役所Ａ市役所Ａ市役所Ａ市役所

Ｂ市役所Ｂ市役所Ｂ市役所Ｂ市役所

Ｃ町役場Ｃ町役場Ｃ町役場Ｃ町役場

• 耐震耐震耐震耐震・・・・免震構造免震構造免震構造免震構造

• 無停電電源無停電電源無停電電源無停電電源、、、、非常用電源非常用電源非常用電源非常用電源

• 火災感知火災感知火災感知火災感知・・・・報知システム報知システム報知システム報知システム

• 厳重な入退館管理厳重な入退館管理厳重な入退館管理厳重な入退館管理

• 24242424時間時間時間時間365365365365日有人監視日有人監視日有人監視日有人監視 等等等等

共通アプリケーション共通アプリケーション共通アプリケーション共通アプリケーション

データセンターの特徴データセンターの特徴データセンターの特徴データセンターの特徴
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主な共同利用の取組み事例

・山形県・山形県・山形県・山形県

置賜広域事務組合（置賜広域事務組合（置賜広域事務組合（置賜広域事務組合（7777市町）市町）市町）市町）

・北海道西胆振広域連合（・北海道西胆振広域連合（・北海道西胆振広域連合（・北海道西胆振広域連合（4市町）市町）市町）市町）

・北海道留萌地域電算共同化推進協議会（・北海道留萌地域電算共同化推進協議会（・北海道留萌地域電算共同化推進協議会（・北海道留萌地域電算共同化推進協議会（7町村）町村）町村）町村）

・北海道自治体情報システム協議会（・北海道自治体情報システム協議会（・北海道自治体情報システム協議会（・北海道自治体情報システム協議会（32町村）町村）町村）町村）

・北海道（・北海道（・北海道（・北海道（3市町）市町）市町）市町）

・新潟県（・新潟県（・新潟県（・新潟県（14市町村）市町村）市町村）市町村）

・長野県上伊那広域連合（・長野県上伊那広域連合（・長野県上伊那広域連合（・長野県上伊那広域連合（8市町村）市町村）市町村）市町村）

・長野県北アルプス広域連合（・長野県北アルプス広域連合（・長野県北アルプス広域連合（・長野県北アルプス広域連合（5市町村）市町村）市町村）市町村）

・岐阜県（・岐阜県（・岐阜県（・岐阜県（2市町）市町）市町）市町）

・高知県（・高知県（・高知県（・高知県（3市）市）市）市）

・福井県坂井地区広域市町村圏・福井県坂井地区広域市町村圏・福井県坂井地区広域市町村圏・福井県坂井地区広域市町村圏

事務組合（事務組合（事務組合（事務組合（3市町）市町）市町）市町）

・福島県電算協・福島県電算協・福島県電算協・福島県電算協議会議会議会議会（（（（6666町村町村町村町村））））
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・西多摩・西多摩・西多摩・西多摩郡郡郡郡町村町村町村町村

電算共同運営協電算共同運営協電算共同運営協電算共同運営協議会議会議会議会（（（（4町村）町村）町村）町村）

・奈良県基幹系システム共同化・奈良県基幹系システム共同化・奈良県基幹系システム共同化・奈良県基幹系システム共同化

検討会（検討会（検討会（検討会（7市町市町市町市町））））

・福岡県（・福岡県（・福岡県（・福岡県（4町）町）町）町）
・福岡県（・福岡県（・福岡県（・福岡県（6町村）町村）町村）町村）

・宮崎県（・宮崎県（・宮崎県（・宮崎県（3町）町）町）町）
+熊本県（熊本県（熊本県（熊本県（1町）町）町）町）

・大分県（・大分県（・大分県（・大分県（4市）市）市）市）
・大分県（・大分県（・大分県（・大分県（8市町村）市町村）市町村）市町村）

・高知県（・高知県（・高知県（・高知県（3市）市）市）市）
・高知県（・高知県（・高知県（・高知県（5市町）市町）市町）市町）

・静岡県富士地区・静岡県富士地区・静岡県富士地区・静岡県富士地区

広域市町村圏協議会（広域市町村圏協議会（広域市町村圏協議会（広域市町村圏協議会（2市）市）市）市）・・・・愛知愛知愛知愛知県（県（県（県（2市）市）市）市）
・京都府（・京都府（・京都府（・京都府（26市町村）市町村）市町村）市町村）

・・・・宮崎宮崎宮崎宮崎県（県（県（県（3市町）市町）市町）市町）

・神奈川県町村会（・神奈川県町村会（・神奈川県町村会（・神奈川県町村会（14町村）町村）町村）町村）

（出典）（出典）（出典）（出典）地域情報政策室調べ（地域情報政策室調べ（地域情報政策室調べ（地域情報政策室調べ（平成平成平成平成24年２月年２月年２月年２月現在現在現在現在）。基幹系）。基幹系）。基幹系）。基幹系

システムの共同利用事例（予定を含む）を示したもの。システムの共同利用事例（予定を含む）を示したもの。システムの共同利用事例（予定を含む）を示したもの。システムの共同利用事例（予定を含む）を示したもの。

・福島県電算協・福島県電算協・福島県電算協・福島県電算協議会議会議会議会（（（（6666町村町村町村町村））））



【【【【地域情報地域情報地域情報地域情報プラットフォームにプラットフォームにプラットフォームにプラットフォームに対応対応対応対応していないしていないしていないしていない自治体自治体自治体自治体クラウドクラウドクラウドクラウド】】】】 【【【【地域情報地域情報地域情報地域情報プラットフォームにプラットフォームにプラットフォームにプラットフォームに対応対応対応対応したしたしたした自治体自治体自治体自治体クラウドクラウドクラウドクラウド】】】】

自治体クラウドへの地域情報プラットフォームの活用自治体クラウドへの地域情報プラットフォームの活用自治体クラウドへの地域情報プラットフォームの活用自治体クラウドへの地域情報プラットフォームの活用

【【【【統合パッケージ導入のケース統合パッケージ導入のケース統合パッケージ導入のケース統合パッケージ導入のケース】】】】

【【【【統合パッケージ導入のケース統合パッケージ導入のケース統合パッケージ導入のケース統合パッケージ導入のケース】】】】

【【【【複数サービスを使い分けるケース複数サービスを使い分けるケース複数サービスを使い分けるケース複数サービスを使い分けるケース】】】】【【【【複数サービスを使い分けるケース複数サービスを使い分けるケース複数サービスを使い分けるケース複数サービスを使い分けるケース】】】】

自治体クラウドＤＣ１

？

他団体

（自治体、国、民間等）

業務システム①

業務システム②

業務システム③

業務システム④

自治体クラウドＤＣ１

業務

ユニット

①

ＸＭＬ

データ

業務

ユニット

②

業務

ユニット

③

業務

ユニット

④

他団体

（自治体、国、民間等）

他団体

（自治体、

他団体

自治体クラウドＤＣ２
自治体クラウドＤＣ１

自治体Ａ

業務

ユニット

①

業務

ユニット

②

？

他団体

（自治体、

国、民間等）
？

他団体

（自治体、国、民間等）

ＸＭＬ

データ

？

？
？

庁内業務データ連携

業務システム①

業務システム②

業務システム④

業務システム③

業務システム①

業務システム②

業務システム③

業務システム④

自治体クラウドＤＣ２

（自治体、

国、民間等）

自治体クラウドＤＣ１

業務

ユニット

①

ＸＭＬ

データ

業務

ユニット

②

業務

ユニット

③

業務

ユニット

④

他団体

（自治体、国、民間等）

業務

ユニット

①

ＸＭＬ

業務

ユニット

②

業務

ユニット

③

業務

ユニット

④

自治体Ａ

業務

ユニット

①

ＸＭＬ

データ

業務

ユニット

②

ＸＭＬ

データ ＸＭＬ

データ

ＸＭＬ

データ

データ

： 地域情報プラットフォーム標準仕様（庁内の業務データ連携）

※自治体Ａが、業務④については、

「自治体クラウドＤＣ１」を利用、

業務③については

「自治体クラウドＤＣ２」を利用する場合

： 地域情報プラットフォーム標準仕様（庁内の業務データ連携）

： 地域情報プラットフォーム標準仕様（団体間の業務サービス連携）

経費削減経費削減経費削減経費削減のみならず、業務・システムの効率化やシステム間連携をのみならず、業務・システムの効率化やシステム間連携をのみならず、業務・システムの効率化やシステム間連携をのみならず、業務・システムの効率化やシステム間連携を

通じたワンストップサービスの実現など住民サービスの向上を実現！通じたワンストップサービスの実現など住民サービスの向上を実現！通じたワンストップサービスの実現など住民サービスの向上を実現！通じたワンストップサービスの実現など住民サービスの向上を実現！
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自治体クラウド推進本部有識者懇談会とりまとめ （2011.6）

【主な内容】

１ はじめに ２ クラウド導入を可能にした背景 ３ クラウド導入の効果

４ クラウド導入に係る諸課題

• カスタマイズの制約（自治体がカスタマイズせず利用可能なパッケージソフトが提供され、それが進化していくビジネスモデ
ルの構築可能な環境整備）

• 相互運用性の確保（ベンダーロックイン問題、表現形式の標準化）
• セキュリティの技術的対策、法的留意点（データセンター設置場所等の国内限定、自治体と事業者の責任分界点の明確化
、コンプライアンスのマネジメント体制確立、第三者監査等の実施、自治体職員のセキュリティ対策）

• 自治体クラウドの取組状況の把握、課題の抽出・検討、必要な助言を目的として、自治体クラウドの取組状況の把握、課題の抽出・検討、必要な助言を目的として、自治体クラウドの取組状況の把握、課題の抽出・検討、必要な助言を目的として、自治体クラウドの取組状況の把握、課題の抽出・検討、必要な助言を目的として、H22.9H22.9H22.9H22.9月から有識者懇談月から有識者懇談月から有識者懇談月から有識者懇談

会を会を会を会を4444回開催し、諸論点に係る方向性等を回開催し、諸論点に係る方向性等を回開催し、諸論点に係る方向性等を回開催し、諸論点に係る方向性等をH23.6H23.6H23.6H23.6月にとりまとめ、公表。月にとりまとめ、公表。月にとりまとめ、公表。月にとりまとめ、公表。

５ 自治体クラウドサービスの形態

• 住民データの所在・管理場所（把握困難なクラウドサービス形態もあり）
• 閉域網サービス（IP-VPN、広域イーサネット）の利用が現実的

６ クラウドの加速のための取組み

• データの標準的な表現形式の構築

• 外字の実態調査

• アクセス・認証方式等の検証

• クラウド導入に向けた共同化計画策定、移行、基盤構築に対する財政支援

７ クラウドにより期待されるシステムの方向性

• ワンストップサービス、行政の効率化、新たなステージへワンストップサービス、行政の効率化、新たなステージへワンストップサービス、行政の効率化、新たなステージへワンストップサービス、行政の効率化、新たなステージへ

※ 震災と自治体クラウド

• 災害時の業務継続や早期の行政機能回復を図る観点
• データセンターの発電設備の状況に留意

自治体クラウド推進本部自治体クラウド推進本部自治体クラウド推進本部自治体クラウド推進本部

有識者懇談会とりまとめ有識者懇談会とりまとめ有識者懇談会とりまとめ有識者懇談会とりまとめ

平成平成平成平成23年年年年6月月月月
総総総総務務務務省省省省

http://www.soumu.go.jp/
main_sosiki/jichi_gyousei/

c-gyousei/lg-cloud/
110707_01.html
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自治体クラウドに対する地財措置 （2011年度～）

○○○○ 情報システムの集約と共同利用情報システムの集約と共同利用情報システムの集約と共同利用情報システムの集約と共同利用 （（（（共同化計画策定等の経費共同化計画策定等の経費共同化計画策定等の経費共同化計画策定等の経費）））） ：：：：特別交付税特別交付税特別交付税特別交付税（（（（H23H23H23H23年度年度年度年度～）～）～）～）

○○○○ 住民データのクラウド移行住民データのクラウド移行住民データのクラウド移行住民データのクラウド移行 （（（（データ移行経費データ移行経費データ移行経費データ移行経費）））） ：：：：特別交付税特別交付税特別交付税特別交付税（（（（H23H23H23H23年度年度年度年度～）～）～）～）

特交特交特交特交特交特交特交特交

・情報システム関連費用の高止まり・情報システム関連費用の高止まり・情報システム関連費用の高止まり・情報システム関連費用の高止まり

・制度改正に合わせたシステム刷新・制度改正に合わせたシステム刷新・制度改正に合わせたシステム刷新・制度改正に合わせたシステム刷新

・共同化計画策定、調達計画策定（協議会等）・共同化計画策定、調達計画策定（協議会等）・共同化計画策定、調達計画策定（協議会等）・共同化計画策定、調達計画策定（協議会等）

・外部専門家による助言・外部専門家による助言・外部専門家による助言・外部専門家による助言

・事業者選定・事業者選定・事業者選定・事業者選定

・契約締結・契約締結・契約締結・契約締結

Ａ市役所Ａ市役所Ａ市役所Ａ市役所

Ｂ市役所Ｂ市役所Ｂ市役所Ｂ市役所

Ｃ町Ｃ町Ｃ町Ｃ町役場役場役場役場

民間のデータセンター民間のデータセンター民間のデータセンター民間のデータセンター

特交特交特交特交

民間のデータセンターからクラウドサービスの提供民間のデータセンターからクラウドサービスの提供民間のデータセンターからクラウドサービスの提供民間のデータセンターからクラウドサービスの提供

を受けるため、既存システムのデータを移行を受けるため、既存システムのデータを移行を受けるため、既存システムのデータを移行を受けるため、既存システムのデータを移行
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データの標準的な表現形式の構築・外字の取り扱い等

・自治体クラウドへ移行する際、・自治体クラウドへ移行する際、・自治体クラウドへ移行する際、・自治体クラウドへ移行する際、既存既存既存既存ののののシステムから出力したシステムから出力したシステムから出力したシステムから出力した

データを新業務システムへデータを変換する必要。データを新業務システムへデータを変換する必要。データを新業務システムへデータを変換する必要。データを新業務システムへデータを変換する必要。

・特に、・特に、・特に、・特に、異なる異なる異なる異なる事業者の製品へデータを移行する場合は、事業者の製品へデータを移行する場合は、事業者の製品へデータを移行する場合は、事業者の製品へデータを移行する場合は、

それぞれのデータ形式が異なるため、データ移行それぞれのデータ形式が異なるため、データ移行それぞれのデータ形式が異なるため、データ移行それぞれのデータ形式が異なるため、データ移行のののの際、際、際、際、

デデデデータ項目ータ項目ータ項目ータ項目ごとにごとにごとにごとにデータの変換方法を定めデータの変換方法を定めデータの変換方法を定めデータの変換方法を定める必要。る必要。る必要。る必要。

・・・・データデータデータデータのののの移行は新移行は新移行は新移行は新しくしくしくしく業務システム業務システム業務システム業務システムを提供するを提供するを提供するを提供する事業者が行う事業者が行う事業者が行う事業者が行う

のが一般的のが一般的のが一般的のが一般的であり、このデータ項目等の違いが情報システムであり、このデータ項目等の違いが情報システムであり、このデータ項目等の違いが情報システムであり、このデータ項目等の違いが情報システム

の相互運用性の障害となっている。の相互運用性の障害となっている。の相互運用性の障害となっている。の相互運用性の障害となっている。

・・・・総務省は総務省は総務省は総務省は、平成、平成、平成、平成23232323年年年年度に「データの標準的な表現形式の構築」度に「データの標準的な表現形式の構築」度に「データの標準的な表現形式の構築」度に「データの標準的な表現形式の構築」にににに

円滑なデータの移行に向けた取組円滑なデータの移行に向けた取組円滑なデータの移行に向けた取組円滑なデータの移行に向けた取組

・・・・総務省は総務省は総務省は総務省は、平成、平成、平成、平成23232323年年年年度に「データの標準的な表現形式の構築」度に「データの標準的な表現形式の構築」度に「データの標準的な表現形式の構築」度に「データの標準的な表現形式の構築」にににに

向けた取組を開始しており、この取組を通じ、情報システムに向けた取組を開始しており、この取組を通じ、情報システムに向けた取組を開始しており、この取組を通じ、情報システムに向けた取組を開始しており、この取組を通じ、情報システムに

おけるおけるおけるおけるデータの表現形式データの表現形式データの表現形式データの表現形式の標準化に向けた環境整備を実施。の標準化に向けた環境整備を実施。の標準化に向けた環境整備を実施。の標準化に向けた環境整備を実施。

・・・・各市区町村各市区町村各市区町村各市区町村はははは独自独自独自独自にににに｢｢｢｢外字外字外字外字｣｣｣｣を管理しており、その数を管理しており、その数を管理しており、その数を管理しており、その数はのべはのべはのべはのべ200200200200万文字程度と万文字程度と万文字程度と万文字程度とされているされているされているされている。。。。

・上記・上記・上記・上記ののののデータ移行の際データ移行の際データ移行の際データ移行の際はははは、これらの外字の、これらの外字の、これらの外字の、これらの外字の((((目視による目視による目視による目視による))))同定作業を行同定作業を行同定作業を行同定作業を行う必要があり、う必要があり、う必要があり、う必要があり、多くの時間と労力が割かれている。多くの時間と労力が割かれている。多くの時間と労力が割かれている。多くの時間と労力が割かれている。

総務省では総務省では総務省では総務省では、平成、平成、平成、平成23232323年年年年度に外字の実態調査度に外字の実態調査度に外字の実態調査度に外字の実態調査を行うとともに、関係団体と協力して標準的な文字コードの導入に向けた検討を開始。を行うとともに、関係団体と協力して標準的な文字コードの導入に向けた検討を開始。を行うとともに、関係団体と協力して標準的な文字コードの導入に向けた検討を開始。を行うとともに、関係団体と協力して標準的な文字コードの導入に向けた検討を開始。

「外字」の扱い「外字」の扱い「外字」の扱い「外字」の扱い

自治体クラウドにおける住民のアクセス・認証方式、業務データ連携等の検証自治体クラウドにおける住民のアクセス・認証方式、業務データ連携等の検証自治体クラウドにおける住民のアクセス・認証方式、業務データ連携等の検証自治体クラウドにおける住民のアクセス・認証方式、業務データ連携等の検証

・各自治体では、担当課毎にそれぞれの業務に必要な住民に関する情報を保有。・各自治体では、担当課毎にそれぞれの業務に必要な住民に関する情報を保有。・各自治体では、担当課毎にそれぞれの業務に必要な住民に関する情報を保有。・各自治体では、担当課毎にそれぞれの業務に必要な住民に関する情報を保有。

・これら散在している住民に関する情報を集約し、住民や遠隔地の家族等から閲覧を可能とするための、データに対する・これら散在している住民に関する情報を集約し、住民や遠隔地の家族等から閲覧を可能とするための、データに対する・これら散在している住民に関する情報を集約し、住民や遠隔地の家族等から閲覧を可能とするための、データに対する・これら散在している住民に関する情報を集約し、住民や遠隔地の家族等から閲覧を可能とするための、データに対する

アクセス制御、セキュリティ管理の方式等を検証することにより、行政サービスの向上に向けた取組を開始。アクセス制御、セキュリティ管理の方式等を検証することにより、行政サービスの向上に向けた取組を開始。アクセス制御、セキュリティ管理の方式等を検証することにより、行政サービスの向上に向けた取組を開始。アクセス制御、セキュリティ管理の方式等を検証することにより、行政サービスの向上に向けた取組を開始。
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番号制度の仕組み番号制度の仕組み番号制度の仕組み番号制度の仕組み番号制度の仕組み番号制度の仕組み番号制度の仕組み番号制度の仕組み

①付番

◎個人に◎個人に◎個人に◎個人に

①①①①悉皆性悉皆性悉皆性悉皆性（住民票を有する全員に付番）（住民票を有する全員に付番）（住民票を有する全員に付番）（住民票を有する全員に付番）

②②②②唯一無二性唯一無二性唯一無二性唯一無二性（（（（1111人人人人1111番号で重複の無いように付番）番号で重複の無いように付番）番号で重複の無いように付番）番号で重複の無いように付番）

③「民③「民③「民③「民----民民民民----官」の関係で流通させて利用可能な官」の関係で流通させて利用可能な官」の関係で流通させて利用可能な官」の関係で流通させて利用可能な視認性視認性視認性視認性（見える番号）（見える番号）（見える番号）（見える番号）

④④④④最新の基本４情報（氏名、住所、性別、生年月日）と関連付けられている最新の基本４情報（氏名、住所、性別、生年月日）と関連付けられている最新の基本４情報（氏名、住所、性別、生年月日）と関連付けられている最新の基本４情報（氏名、住所、性別、生年月日）と関連付けられている

新たな新たな新たな新たな「番号」（マイナンバー）「番号」（マイナンバー）「番号」（マイナンバー）「番号」（マイナンバー）を付番する仕組み。を付番する仕組み。を付番する仕組み。を付番する仕組み。

◎法人等に上記①～③の特徴を有する◎法人等に上記①～③の特徴を有する◎法人等に上記①～③の特徴を有する◎法人等に上記①～③の特徴を有する「法人番号」「法人番号」「法人番号」「法人番号」を付番する仕組み。を付番する仕組み。を付番する仕組み。を付番する仕組み。

③本人確認②情報連携

◎◎◎◎複数の複数の複数の複数の機関間に機関間に機関間に機関間においておいておいておいて、それぞれ、それぞれ、それぞれ、それぞれ

の機関ごとの機関ごとの機関ごとの機関ごとにマイナンバーやにマイナンバーやにマイナンバーやにマイナンバーやそれそれそれそれ

以外の番号を付して管理している以外の番号を付して管理している以外の番号を付して管理している以外の番号を付して管理している

同一人の情報を紐付けし、相互に同一人の情報を紐付けし、相互に同一人の情報を紐付けし、相互に同一人の情報を紐付けし、相互に

活用する仕組み活用する仕組み活用する仕組み活用する仕組み

� 連携される個人情報の種別連携される個人情報の種別連携される個人情報の種別連携される個人情報の種別やその利用事やその利用事やその利用事やその利用事

務をマイナンバー法で明確化務をマイナンバー法で明確化務をマイナンバー法で明確化務をマイナンバー法で明確化

� 情報連携に当たっては、情報提供ネット情報連携に当たっては、情報提供ネット情報連携に当たっては、情報提供ネット情報連携に当たっては、情報提供ネット

ワークシステムを利用ワークシステムを利用ワークシステムを利用ワークシステムを利用することを義務付することを義務付することを義務付することを義務付

けけけけ

（（（（※※※※ただし、官公庁が源泉徴収義務者とただし、官公庁が源泉徴収義務者とただし、官公庁が源泉徴収義務者とただし、官公庁が源泉徴収義務者と

して所轄の税務署に源泉徴収票を提出して所轄の税務署に源泉徴収票を提出して所轄の税務署に源泉徴収票を提出して所轄の税務署に源泉徴収票を提出

する場合などは除く）する場合などは除く）する場合などは除く）する場合などは除く）

◎個人◎個人◎個人◎個人がががが自分が自分であることを証明自分が自分であることを証明自分が自分であることを証明自分が自分であることを証明すすすす

るための仕組みるための仕組みるための仕組みるための仕組み

◎個人が自分の◎個人が自分の◎個人が自分の◎個人が自分のマイナンバーの真正性をマイナンバーの真正性をマイナンバーの真正性をマイナンバーの真正性を

証明証明証明証明するための仕組み。するための仕組み。するための仕組み。するための仕組み。

� 現行の住民基本台帳カードを改良し、現行の住民基本台帳カードを改良し、現行の住民基本台帳カードを改良し、現行の住民基本台帳カードを改良し、ICICICIC

カードの券面とカードの券面とカードの券面とカードの券面とICICICICチップチップチップチップにマイナンバーとにマイナンバーとにマイナンバーとにマイナンバーと

基本基本基本基本４情報及び顔写真を４情報及び顔写真を４情報及び顔写真を４情報及び顔写真を記載した記載した記載した記載したICICICICカードカードカードカード

を交付を交付を交付を交付

� 正確な付番や情報連携、また、成りすまし正確な付番や情報連携、また、成りすまし正確な付番や情報連携、また、成りすまし正確な付番や情報連携、また、成りすまし

犯罪等を防止する観点から不可欠な仕組み犯罪等を防止する観点から不可欠な仕組み犯罪等を防止する観点から不可欠な仕組み犯罪等を防止する観点から不可欠な仕組み

内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料よりよりよりより 15



符号符号符号符号ＡＡＡＡ 符号符号符号符号ＡＡＡＡ

紐付紐付紐付紐付

個人個人個人個人

利用番号利用番号利用番号利用番号ＡＡＡＡ 個人個人個人個人情報情報情報情報 基本基本基本基本4444情報情報情報情報

ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録

情報照会情報照会情報照会情報照会・・・・提供機関提供機関提供機関提供機関ＡＡＡＡ

情報提供記録情報提供記録情報提供記録情報提供記録

情報提供情報提供情報提供情報提供ネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステム

マイ・ポータルマイ・ポータルマイ・ポータルマイ・ポータルマイ・ポータルマイ・ポータルマイ・ポータルマイ・ポータル

自己情報自己情報自己情報自己情報

表示機能表示機能表示機能表示機能

プッシュプッシュプッシュプッシュ型型型型

サービスサービスサービスサービス

ワンストップワンストップワンストップワンストップ

サービスサービスサービスサービス

情報提供記録情報提供記録情報提供記録情報提供記録情報提供記録情報提供記録情報提供記録情報提供記録

表示機能表示機能表示機能表示機能表示機能表示機能表示機能表示機能

インターネットインターネットインターネットインターネット

個人個人個人個人番号番号番号番号カードカードカードカードによるによるによるによる

公的個人認証公的個人認証公的個人認証公的個人認証

個人番号情報個人番号情報個人番号情報個人番号情報

保護委員会保護委員会保護委員会保護委員会

マイナンバーマイナンバーマイナンバーマイナンバー

番号番号番号番号番号番号番号番号制度における制度における制度における制度における制度における制度における制度における制度における情報提供の情報提供の情報提供の情報提供の情報提供の情報提供の情報提供の情報提供のイメージイメージイメージイメージイメージイメージイメージイメージ番号番号番号番号番号番号番号番号制度における制度における制度における制度における制度における制度における制度における制度における情報提供の情報提供の情報提供の情報提供の情報提供の情報提供の情報提供の情報提供のイメージイメージイメージイメージイメージイメージイメージイメージ

個人番号カード個人番号カード個人番号カード個人番号カード

生年月日生年月日生年月日生年月日 ○年□月△日○年□月△日○年□月△日○年□月△日 性別性別性別性別 女女女女

氏氏氏氏 名名名名 番号花子番号花子番号花子番号花子

住住住住 所所所所 △県○市□町△県○市□町△県○市□町△県○市□町1-1-1

符号符号符号符号ＢＢＢＢ 符号符号符号符号ＢＢＢＢ

符号符号符号符号ＣＣＣＣ符号符号符号符号ＣＣＣＣ 利用番号利用番号利用番号利用番号ＣＣＣＣ 個人個人個人個人情報情報情報情報

紐付紐付紐付紐付

紐付紐付紐付紐付

利用番号利用番号利用番号利用番号ＢＢＢＢ 個人個人個人個人情報情報情報情報 基本基本基本基本4444情報情報情報情報

ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録

ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録ｱｸｾｽ記録

情報照会情報照会情報照会情報照会・・・・提供機関提供機関提供機関提供機関ＢＢＢＢ

情報照会情報照会情報照会情報照会・・・・提供機関提供機関提供機関提供機関（（（（市町村市町村市町村市町村：：：：約約約約1,1,1,1,７５７５７５７５0000団体団体団体団体））））

霞霞霞霞がががが関関関関ＷＡＮＷＡＮＷＡＮＷＡＮ

ＬＧＷＡＮＬＧＷＡＮＬＧＷＡＮＬＧＷＡＮ等等等等

情報提供情報提供情報提供情報提供ネットネットネットネット

ワークシステムワークシステムワークシステムワークシステム

及及及及びびびび

情報保有情報保有情報保有情報保有機関機関機関機関にににに

対対対対するするするする

監視監視監視監視・・・・監督監督監督監督などなどなどなど

情報提供情報提供情報提供情報提供

をををを許可許可許可許可しししし

符号同士符号同士符号同士符号同士をををを

紐付紐付紐付紐付けるけるけるける

仕組仕組仕組仕組みみみみ

公的個人認証公的個人認証公的個人認証公的個人認証

サービスサービスサービスサービス

地方公共団体情報地方公共団体情報地方公共団体情報地方公共団体情報システムシステムシステムシステム機構機構機構機構

基本基本基本基本4444情報情報情報情報

住基住基住基住基ネットネットネットネット

市町村市町村市町村市町村がががが付番付番付番付番

マイナンバーマイナンバーマイナンバーマイナンバー

住民基本台帳住民基本台帳住民基本台帳住民基本台帳

個人番号個人番号個人番号個人番号

生成生成生成生成機能機能機能機能

内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料よりよりよりより
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社会保障・税番号制度の導入に向けたロードマップ社会保障・税番号制度の導入に向けたロードマップ社会保障・税番号制度の導入に向けたロードマップ社会保障・税番号制度の導入に向けたロードマップ

医療等の分野の機微性の医療等の分野の機微性の医療等の分野の機微性の医療等の分野の機微性の高い高い高い高い

個人個人個人個人情報情報情報情報について特段について特段について特段について特段のののの措置を措置を措置を措置を検討検討検討検討

2015201520152015年年年年2012201220122012年年年年 2013201320132013年年年年 2014201420142014年年年年

（（（（H24H24H24H24）））） （（（（H25H25H25H25）））） （（（（H26H26H26H26）））） （（（（H27H27H27H27））））

制度構築制度構築制度構築制度構築

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

法

案

提

出

法

案

提

出

法

案

提

出

法

案

提

出

順次順次順次順次、マイナンバーの利用開始、マイナンバーの利用開始、マイナンバーの利用開始、マイナンバーの利用開始

【2015年１月から利用する手続のイメージ】

○社会保障分野

・年金に関する相談・照会

○税分野

・申告書・法定調書等への記載

○防災分野

・要援護者リストへのマイナンバー記載

※ただし、事前に条例の手当てが必要

法案法案法案法案

成立成立成立成立

政省令政省令政省令政省令

2016201620162016年年年年

（（（（H28H28H28H28））））

特

別

法

案

提

出

特

別

法

案

提

出

特

別

法

案

提

出

特

別

法

案

提

出

法案法案法案法案

成立成立成立成立

政省令政省令政省令政省令

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

法

整

備

法

案

提

出

法

整

備

法

案

提

出

法

整

備

法

案

提

出

法

整

備

法

案

提

出

個人番号個人番号個人番号個人番号カードの交付カードの交付カードの交付カードの交付

番号番号番号番号

通知通知通知通知

総合運用テスト総合運用テスト総合運用テスト総合運用テスト基本設計基本設計基本設計基本設計

国民対話国民対話国民対話国民対話

システム構築システム構築システム構築システム構築

システムシステムシステムシステム

要件要件要件要件定義定義定義定義

実証事業実証事業実証事業実証事業

詳細設計詳細設計詳細設計詳細設計 プログラム設計、単体テストプログラム設計、単体テストプログラム設計、単体テストプログラム設計、単体テスト

情報情報情報情報保護評価ガイドライン作成保護評価ガイドライン作成保護評価ガイドライン作成保護評価ガイドライン作成

（（（（情報保護評価ＳＷＧ）情報保護評価ＳＷＧ）情報保護評価ＳＷＧ）情報保護評価ＳＷＧ）

個

人

番

号

情

報

保

護

個

人

番

号

情

報

保

護

個

人

番

号

情

報

保

護

個

人

番

号

情

報

保

護

委

員

会

設

置

委

員

会

設

置

委

員

会

設

置

委

員

会

設

置

委員国会同意委員国会同意委員国会同意委員国会同意

工程管理支援業務工程管理支援業務工程管理支援業務工程管理支援業務

2016年1月より、国の

機関間の連携から

開始し、2016年7月を

目途に地方公共団

体との連携について

も開始

４７４７４７４７都道府県都道府県都道府県都道府県

リレーシンポジウムリレーシンポジウムリレーシンポジウムリレーシンポジウム

特定個人情報特定個人情報特定個人情報特定個人情報保護評価保護評価保護評価保護評価のののの

実施実施実施実施・承認等・承認等・承認等・承認等

委員国会同意委員国会同意委員国会同意委員国会同意 委員国会同意委員国会同意委員国会同意委員国会同意

番号制度の国民広報番号制度の国民広報番号制度の国民広報番号制度の国民広報

情報提供ネットワーク情報提供ネットワーク情報提供ネットワーク情報提供ネットワーク

システム等の監査システム等の監査システム等の監査システム等の監査

委員会規則委員会規則委員会規則委員会規則

ｾﾝﾀｰ・ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ構築ｾﾝﾀｰ・ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ構築ｾﾝﾀｰ・ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ構築ｾﾝﾀｰ・ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ構築

情報情報情報情報提供提供提供提供ネットワークシステム、ネットワークシステム、ネットワークシステム、ネットワークシステム、

マイマイマイマイ・ポータルの運用開始・ポータルの運用開始・ポータルの運用開始・ポータルの運用開始

内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料よりよりよりより
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よりきめ細やかな社会保障給付の実現よりきめ細やかな社会保障給付の実現よりきめ細やかな社会保障給付の実現よりきめ細やかな社会保障給付の実現

� 医療・介護・保育・障害に関する自己負担の合計額に医療・介護・保育・障害に関する自己負担の合計額に医療・介護・保育・障害に関する自己負担の合計額に医療・介護・保育・障害に関する自己負担の合計額に 上限上限上限上限

を設定する「総合合算制度」の導入を設定する「総合合算制度」の導入を設定する「総合合算制度」の導入を設定する「総合合算制度」の導入

� 高額医療・高額介護合算制度の改善（自己負担の上限高額医療・高額介護合算制度の改善（自己負担の上限高額医療・高額介護合算制度の改善（自己負担の上限高額医療・高額介護合算制度の改善（自己負担の上限 に達に達に達に達

した場合、立て替え払いすることなく以後の医療・介護サーした場合、立て替え払いすることなく以後の医療・介護サーした場合、立て替え払いすることなく以後の医療・介護サーした場合、立て替え払いすることなく以後の医療・介護サー

ビスを受給可能）ビスを受給可能）ビスを受給可能）ビスを受給可能）

� 給付過誤や給付漏れ、二重給付等の防止給付過誤や給付漏れ、二重給付等の防止給付過誤や給付漏れ、二重給付等の防止給付過誤や給付漏れ、二重給付等の防止

・健康保険法に基づく給付金支給に当たっての他制度の・健康保険法に基づく給付金支給に当たっての他制度の・健康保険法に基づく給付金支給に当たっての他制度の・健康保険法に基づく給付金支給に当たっての他制度の

給付状況の確認給付状況の確認給付状況の確認給付状況の確認

・生活保護法に基づく各種扶助支給に当たっての他制度・生活保護法に基づく各種扶助支給に当たっての他制度・生活保護法に基づく各種扶助支給に当たっての他制度・生活保護法に基づく各種扶助支給に当たっての他制度

給付状況の確認給付状況の確認給付状況の確認給付状況の確認 などなどなどなど

所得把握の精度の向上等の実現所得把握の精度の向上等の実現所得把握の精度の向上等の実現所得把握の精度の向上等の実現

自己の情報の入手や必要なお知らせ等の情報の提供に関自己の情報の入手や必要なお知らせ等の情報の提供に関自己の情報の入手や必要なお知らせ等の情報の提供に関自己の情報の入手や必要なお知らせ等の情報の提供に関

するものするものするものするもの

事務・手続の簡素化、負担軽減に関するもの事務・手続の簡素化、負担軽減に関するもの事務・手続の簡素化、負担軽減に関するもの事務・手続の簡素化、負担軽減に関するもの

� 自宅のパソコン等から、自分の情報や自宅のパソコン等から、自分の情報や自宅のパソコン等から、自分の情報や自宅のパソコン等から、自分の情報や利用する利用する利用する利用する サービサービサービサービ

ススススに関する以下のような情報を閲覧可能に関する以下のような情報を閲覧可能に関する以下のような情報を閲覧可能に関する以下のような情報を閲覧可能

・各種社会保険料（年金・医療保険、介護保険など）・各種社会保険料（年金・医療保険、介護保険など）・各種社会保険料（年金・医療保険、介護保険など）・各種社会保険料（年金・医療保険、介護保険など）

・サービスを受けた際に支払った費用（医療保険・介護・サービスを受けた際に支払った費用（医療保険・介護・サービスを受けた際に支払った費用（医療保険・介護・サービスを受けた際に支払った費用（医療保険・介護

保険等の費用、保育料等）保険等の費用、保育料等）保険等の費用、保育料等）保険等の費用、保育料等）

・福祉サービスを受給・福祉サービスを受給・福祉サービスを受給・福祉サービスを受給している者にしている者にしている者にしている者に対する制度改正等の対する制度改正等の対する制度改正等の対する制度改正等の

おしらせおしらせおしらせおしらせ

・確定申告等を行う際に参考となる情報・確定申告等を行う際に参考となる情報・確定申告等を行う際に参考となる情報・確定申告等を行う際に参考となる情報

� 添付書類の削減（納税証明書、住民票など）添付書類の削減（納税証明書、住民票など）添付書類の削減（納税証明書、住民票など）添付書類の削減（納税証明書、住民票など）

� 医療機関における保険資格の確認医療機関における保険資格の確認医療機関における保険資格の確認医療機関における保険資格の確認

番号番号番号番号制度で具体的に何ができるのか制度で具体的に何ができるのか制度で具体的に何ができるのか制度で具体的に何ができるのか番号番号番号番号制度で具体的に何ができるのか制度で具体的に何ができるのか制度で具体的に何ができるのか制度で具体的に何ができるのか
「社会保障・税番号大綱」（２０１１年６月３０日、政「社会保障・税番号大綱」（２０１１年６月３０日、政「社会保障・税番号大綱」（２０１１年６月３０日、政「社会保障・税番号大綱」（２０１１年６月３０日、政

府・与党社会保障改革検討本部決定）より府・与党社会保障改革検討本部決定）より府・与党社会保障改革検討本部決定）より府・与党社会保障改革検討本部決定）より

所得把握の精度の向上等の実現所得把握の精度の向上等の実現所得把握の精度の向上等の実現所得把握の精度の向上等の実現

� 国税・地方税の賦課徴収に関する事務にマイナンバーを活用国税・地方税の賦課徴収に関する事務にマイナンバーを活用国税・地方税の賦課徴収に関する事務にマイナンバーを活用国税・地方税の賦課徴収に関する事務にマイナンバーを活用

することにより、効率的な名寄せ・突合が可能となり、よりすることにより、効率的な名寄せ・突合が可能となり、よりすることにより、効率的な名寄せ・突合が可能となり、よりすることにより、効率的な名寄せ・突合が可能となり、より

正確な所得把握に資する正確な所得把握に資する正確な所得把握に資する正確な所得把握に資する

医療・介護等のサービスの質の向上等に資するもの医療・介護等のサービスの質の向上等に資するもの医療・介護等のサービスの質の向上等に資するもの医療・介護等のサービスの質の向上等に資するもの

災害時の活用に関するもの災害時の活用に関するもの災害時の活用に関するもの災害時の活用に関するもの

� 災害時要援護者リストの作成及び更新災害時要援護者リストの作成及び更新災害時要援護者リストの作成及び更新災害時要援護者リストの作成及び更新

� 災害時の本人確認災害時の本人確認災害時の本人確認災害時の本人確認

� 医療情報の活用医療情報の活用医療情報の活用医療情報の活用

� 生活再建への効果的な支援生活再建への効果的な支援生活再建への効果的な支援生活再建への効果的な支援

� 医療機関における保険資格の確認医療機関における保険資格の確認医療機関における保険資格の確認医療機関における保険資格の確認

� 法定調書の提出にかかる事業者負担の軽減法定調書の提出にかかる事業者負担の軽減法定調書の提出にかかる事業者負担の軽減法定調書の提出にかかる事業者負担の軽減

� 転居した場合であっても、継続的に健診情報・予防接種履歴転居した場合であっても、継続的に健診情報・予防接種履歴転居した場合であっても、継続的に健診情報・予防接種履歴転居した場合であっても、継続的に健診情報・予防接種履歴

が確認できるが確認できるが確認できるが確認できる

� 乳幼児健診履歴等の継続的把握により、児童虐待等の乳幼児健診履歴等の継続的把握により、児童虐待等の乳幼児健診履歴等の継続的把握により、児童虐待等の乳幼児健診履歴等の継続的把握により、児童虐待等の 早期早期早期早期

発見が可能になる発見が可能になる発見が可能になる発見が可能になる

� 難病等の医学研究等において、継続的で正しいデータの蓄積難病等の医学研究等において、継続的で正しいデータの蓄積難病等の医学研究等において、継続的で正しいデータの蓄積難病等の医学研究等において、継続的で正しいデータの蓄積

が可能となるが可能となるが可能となるが可能となる

� 地域がん登録等における患者の予後の追跡が容易になる地域がん登録等における患者の予後の追跡が容易になる地域がん登録等における患者の予後の追跡が容易になる地域がん登録等における患者の予後の追跡が容易になる

� 介護保険の被保険者が市町村を異動した場合、異動元での認介護保険の被保険者が市町村を異動した場合、異動元での認介護保険の被保険者が市町村を異動した場合、異動元での認介護保険の被保険者が市町村を異動した場合、異動元での認

定状況、介護情報の閲覧が可能となる定状況、介護情報の閲覧が可能となる定状況、介護情報の閲覧が可能となる定状況、介護情報の閲覧が可能となる

� 各種行政手続における診断書の添付が不要各種行政手続における診断書の添付が不要各種行政手続における診断書の添付が不要各種行政手続における診断書の添付が不要

� 年金手帳、医療保険証、介護保険証等の機能の一元化年金手帳、医療保険証、介護保険証等の機能の一元化年金手帳、医療保険証、介護保険証等の機能の一元化年金手帳、医療保険証、介護保険証等の機能の一元化

※※※※これらすべてがマイナンバー法案によって可能となるものではなく、中長期的に想定されるものを含む。これらすべてがマイナンバー法案によって可能となるものではなく、中長期的に想定されるものを含む。これらすべてがマイナンバー法案によって可能となるものではなく、中長期的に想定されるものを含む。これらすべてがマイナンバー法案によって可能となるものではなく、中長期的に想定されるものを含む。

内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料内閣官房社会保障改革担当室資料よりよりよりより 18



平成平成平成平成23232323年度年度年度年度 自治体クラウド自治体クラウド自治体クラウド自治体クラウド推進事業推進事業推進事業推進事業

「団体間の業務データ連携に係る検討・「団体間の業務データ連携に係る検討・「団体間の業務データ連携に係る検討・「団体間の業務データ連携に係る検討・実証実証実証実証」」」」についてについてについてについて

概概概概 要要要要

クラウド環境下において、自治体が様々な団体との間で円滑な業務データ連携クラウド環境下において、自治体が様々な団体との間で円滑な業務データ連携クラウド環境下において、自治体が様々な団体との間で円滑な業務データ連携クラウド環境下において、自治体が様々な団体との間で円滑な業務データ連携を実現できる環境を整備してくを実現できる環境を整備してくを実現できる環境を整備してくを実現できる環境を整備してく

ため、ため、ため、ため、自治体の自治体の自治体の自治体の協力も得ながら協力も得ながら協力も得ながら協力も得ながら、連携データ項目や連携機能・方式等の検討・実証を実施。、連携データ項目や連携機能・方式等の検討・実証を実施。、連携データ項目や連携機能・方式等の検討・実証を実施。、連携データ項目や連携機能・方式等の検討・実証を実施。

（１）業務（１）業務（１）業務（１）業務のののの分析分析分析分析

マイナンバーマイナンバーマイナンバーマイナンバー制度のユースケース等に制度のユースケース等に制度のユースケース等に制度のユースケース等について、自治体の業務プロセスの現状分析を行いついて、自治体の業務プロセスの現状分析を行いついて、自治体の業務プロセスの現状分析を行いついて、自治体の業務プロセスの現状分析を行い、業務、業務、業務、業務プロセス案を検討。プロセス案を検討。プロセス案を検討。プロセス案を検討。

（２）連携データ項目等の（２）連携データ項目等の（２）連携データ項目等の（２）連携データ項目等の分析分析分析分析

ユースケースユースケースユースケースユースケースについて、「地域情報プラットフォーム標準仕様について、「地域情報プラットフォーム標準仕様について、「地域情報プラットフォーム標準仕様について、「地域情報プラットフォーム標準仕様

事業のイメージ図事業のイメージ図事業のイメージ図事業のイメージ図

ユースケースユースケースユースケースユースケースについて、「地域情報プラットフォーム標準仕様について、「地域情報プラットフォーム標準仕様について、「地域情報プラットフォーム標準仕様について、「地域情報プラットフォーム標準仕様

書」をベースに、データ項目、データフォーマット等を分析。書」をベースに、データ項目、データフォーマット等を分析。書」をベースに、データ項目、データフォーマット等を分析。書」をベースに、データ項目、データフォーマット等を分析。

（３）連携インターフェース機能等の検討（３）連携インターフェース機能等の検討（３）連携インターフェース機能等の検討（３）連携インターフェース機能等の検討

（（（（１）及び（２）並びに政府１）及び（２）並びに政府１）及び（２）並びに政府１）及び（２）並びに政府の情報提供ネットワークシステムにの情報提供ネットワークシステムにの情報提供ネットワークシステムにの情報提供ネットワークシステムに

ついての検討内容等を踏まえつつ、連携インターフェース機能ついての検討内容等を踏まえつつ、連携インターフェース機能ついての検討内容等を踏まえつつ、連携インターフェース機能ついての検討内容等を踏まえつつ、連携インターフェース機能

等（自治体の業務システムが情報提供ネットワークシステムと等（自治体の業務システムが情報提供ネットワークシステムと等（自治体の業務システムが情報提供ネットワークシステムと等（自治体の業務システムが情報提供ネットワークシステムと

連携するために必要な機能）の連携するために必要な機能）の連携するために必要な機能）の連携するために必要な機能）の在り方を検討。在り方を検討。在り方を検討。在り方を検討。

（４）運用検証（４）運用検証（４）運用検証（４）運用検証

（（（（１）～（３）の検討を踏まえつつ、運用面におけるポイントと１）～（３）の検討を踏まえつつ、運用面におけるポイントと１）～（３）の検討を踏まえつつ、運用面におけるポイントと１）～（３）の検討を踏まえつつ、運用面におけるポイントと

なる事項について、運用検証を実施。なる事項について、運用検証を実施。なる事項について、運用検証を実施。なる事項について、運用検証を実施。
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（参考） 報告書等掲載Webサイトについて
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/index.html
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成果報告書成果報告書成果報告書成果報告書

約約約約200頁頁頁頁

概要版概要版概要版概要版

約約約約50頁頁頁頁

別冊別冊別冊別冊

約約約約300頁頁頁頁

別紙別紙別紙別紙

約約約約1150頁頁頁頁成果報告書の概要版成果報告書の概要版成果報告書の概要版成果報告書の概要版

成果報告書の別冊成果報告書の別冊成果報告書の別冊成果報告書の別冊

・・・・ 詳細詳細詳細詳細検討対象ユースケースにおける業務プロセス検討対象ユースケースにおける業務プロセス検討対象ユースケースにおける業務プロセス検討対象ユースケースにおける業務プロセス案案案案

・・・・ 詳細検討対象ユースケースにおける連携データ項目案詳細検討対象ユースケースにおける連携データ項目案詳細検討対象ユースケースにおける連携データ項目案詳細検討対象ユースケースにおける連携データ項目案

・・・・ 地域地域地域地域情報情報情報情報PFを活用した効率的かつ円滑な情報を活用した効率的かつ円滑な情報を活用した効率的かつ円滑な情報を活用した効率的かつ円滑な情報提供ネッ提供ネッ提供ネッ提供ネッ

トワークシステムトワークシステムトワークシステムトワークシステムと接続機能仕様案と接続機能仕様案と接続機能仕様案と接続機能仕様案

成果報告書の本編成果報告書の本編成果報告書の本編成果報告書の本編

検討・実証のとりまとめ検討・実証のとりまとめ検討・実証のとりまとめ検討・実証のとりまとめ

成果報告書本編の別紙成果報告書本編の別紙成果報告書本編の別紙成果報告書本編の別紙

大綱ユースケース（大綱ユースケース（大綱ユースケース（大綱ユースケース（65ユースケース）の整理表ユースケース）の整理表ユースケース）の整理表ユースケース）の整理表 ほかほかほかほか

ユースケースごとの検討・分析の資料ユースケースごとの検討・分析の資料ユースケースごとの検討・分析の資料ユースケースごとの検討・分析の資料



平成平成平成平成24年度年度年度年度 国民本国民本国民本国民本位の電子行政実現のためのバックオフィス連携推進事業位の電子行政実現のためのバックオフィス連携推進事業位の電子行政実現のためのバックオフィス連携推進事業位の電子行政実現のためのバックオフィス連携推進事業

① 番号制度のユースケースをはじめ国民本位の電子行政の実現に資するケースを対象に、地域情報プラット

フォーム標準仕様や関連事業の成果を活用しつつ、自治体業務・システムの在り方について検討。

② バックオフィス連携の前提として欠かせない業務プロセスやシステムの改革のためのモデルを構築し、地

方自治体の業務プロセス改革、バックオフィス連携を促進。

１１１１ 施策の概要施策の概要施策の概要施策の概要

２２２２ イメージ図イメージ図イメージ図イメージ図
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自治体クラウドやバックオフィス連携の推進のため、新たなスキル・ノウハウの効率的・効果的な習得を目

的とした研修教材及びカリキュラムを開発。また、研修及び全国セミナーを開催。

１１１１ 施策の概要施策の概要施策の概要施策の概要

平成平成平成平成24242424年度年度年度年度 電子自治体の新たな取組に対応した人材育成支援事業電子自治体の新たな取組に対応した人材育成支援事業電子自治体の新たな取組に対応した人材育成支援事業電子自治体の新たな取組に対応した人材育成支援事業

２２２２ イメージ図イメージ図イメージ図イメージ図

★従来からの講座（APPLIC主催）
「「「「IT投資評価・ガバナンス編」投資評価・ガバナンス編」投資評価・ガバナンス編」投資評価・ガバナンス編」（８月２７日（月）～８月３１日（金））

「全体最適化と調達・運用設計編」「全体最適化と調達・運用設計編」「全体最適化と調達・運用設計編」「全体最適化と調達・運用設計編」（１０月１５日（月）～１０月１９日（金））・・受講生募集中

詳細は http://www.applic.or.jp/prom/ciokensyu/cioikuseikensyu2012/cio_bosyu1/index.html

～平成２４年度自治体～平成２４年度自治体～平成２４年度自治体～平成２４年度自治体CIO育成研修～育成研修～育成研修～育成研修～

22

★本事業による研修を平成２５年２月～３月頃に開催予定



23
ＩＣＴによる地域活性化の全体像ＩＣＴによる地域活性化の全体像ＩＣＴによる地域活性化の全体像ＩＣＴによる地域活性化の全体像

ＩＣＴ利活用促進ＩＣＴ利活用促進ＩＣＴ利活用促進ＩＣＴ利活用促進

ネットワークの整備ネットワークの整備ネットワークの整備ネットワークの整備

成功事例成功事例成功事例成功事例

・モデルの・モデルの・モデルの・モデルの

普及普及普及普及

一体として推進一体として推進一体として推進一体として推進

条件不利条件不利条件不利条件不利

地域の整備地域の整備地域の整備地域の整備

地域経済・社会の活性化地域経済・社会の活性化地域経済・社会の活性化地域経済・社会の活性化

地域が抱える課題を解決地域が抱える課題を解決地域が抱える課題を解決地域が抱える課題を解決

○○○○ ネットワークのネットワークのネットワークのネットワークの整備整備整備整備ととととICT利活用促進利活用促進利活用促進利活用促進をををを一体一体一体一体としてとしてとしてとして推進推進推進推進しししし、、、、地域経済地域経済地域経済地域経済・・・・社会社会社会社会のののの

活性化活性化活性化活性化やややや、、、、地域地域地域地域がががが抱抱抱抱えるえるえるえる課題課題課題課題のののの解決解決解決解決にににに貢献貢献貢献貢献

少子高齢化、医療、教育、少子高齢化、医療、教育、少子高齢化、医療、教育、少子高齢化、医療、教育、

産業振興、安心・安全産業振興、安心・安全産業振興、安心・安全産業振興、安心・安全 等等等等

地域情報化アドバイザー、ＩＣＴ地域マネージャーの活用地域情報化アドバイザー、ＩＣＴ地域マネージャーの活用地域情報化アドバイザー、ＩＣＴ地域マネージャーの活用地域情報化アドバイザー、ＩＣＴ地域マネージャーの活用

ICT基盤を活用し、地域の様々な課題を解決するための人材支援を実施基盤を活用し、地域の様々な課題を解決するための人材支援を実施基盤を活用し、地域の様々な課題を解決するための人材支援を実施基盤を活用し、地域の様々な課題を解決するための人材支援を実施

ＩＣＴ利活用促進ＩＣＴ利活用促進ＩＣＴ利活用促進ＩＣＴ利活用促進

ネットワークの整備ネットワークの整備ネットワークの整備ネットワークの整備

（ブロードバンドサービス、携帯電話、地上デジタル放送）（ブロードバンドサービス、携帯電話、地上デジタル放送）（ブロードバンドサービス、携帯電話、地上デジタル放送）（ブロードバンドサービス、携帯電話、地上デジタル放送）

一体として推進一体として推進一体として推進一体として推進

ブロードバンドブロードバンドブロードバンドブロードバンド網網網網

のののの整備整備整備整備

携帯電話網携帯電話網携帯電話網携帯電話網のののの整備整備整備整備

地上地上地上地上デジタルデジタルデジタルデジタル放送放送放送放送

へのへのへのへの完全移行完全移行完全移行完全移行

地域社会地域社会地域社会地域社会ののののＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴ

利活用利活用利活用利活用モデルモデルモデルモデル確立確立確立確立

電子自治体電子自治体電子自治体電子自治体のののの推進推進推進推進

（（（（ワンストップサービスワンストップサービスワンストップサービスワンストップサービス等等等等のののの実現実現実現実現））））

地方発地方発地方発地方発ビジネスビジネスビジネスビジネス

モデルモデルモデルモデル特区特区特区特区

（地域ＩＣＴ利活用広域連携事業（地域ＩＣＴ利活用広域連携事業（地域ＩＣＴ利活用広域連携事業（地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 等）等）等）等） （地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ活用推進事業）（地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ活用推進事業）（地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ活用推進事業）（地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ活用推進事業）

【【【【主な支援施策主な支援施策主な支援施策主な支援施策】】】】

・・・・地域情報通信基盤整備推進交付金地域情報通信基盤整備推進交付金地域情報通信基盤整備推進交付金地域情報通信基盤整備推進交付金 ＨＨＨＨ21  21  21  21  当初当初当初当初 78.778.778.778.7億円億円億円億円

補正補正補正補正 792.8792.8792.8792.8億円億円億円億円

・・・・地域地域地域地域イントラネットイントラネットイントラネットイントラネット基盤施設整備事業基盤施設整備事業基盤施設整備事業基盤施設整備事業 ＨＨＨＨ21  21  21  21  当初当初当初当初 22.422.422.422.4億円億円億円億円

補正補正補正補正 67676767億円億円億円億円

・・・・情報通信基盤災害復旧事業費補助金情報通信基盤災害復旧事業費補助金情報通信基盤災害復旧事業費補助金情報通信基盤災害復旧事業費補助金 ＨＨＨＨ23  23  23  23  １１１１次次次次補正補正補正補正 2.22.22.22.2億億億億円円円円

３３３３次補正次補正次補正次補正13.513.513.513.5億円億円億円億円

ＨＨＨＨ24  24  24  24  当初当初当初当初 9.19.19.19.1億円億円億円億円

地域地域地域地域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴ利活用利活用利活用利活用モデルモデルモデルモデル構築事業構築事業構築事業構築事業 ＨＨＨＨ１９１９１９１９～～～～２１２１２１２１ ７１７１７１７１億円億円億円億円

ユビキタスタウンユビキタスタウンユビキタスタウンユビキタスタウン構想推進事業構想推進事業構想推進事業構想推進事業 ＨＨＨＨ２１２１２１２１ １１１１次補正次補正次補正次補正 １１９１１９１１９１１９億円億円億円億円（（（（見直見直見直見直しししし後後後後））））

ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴふるさとふるさとふるさとふるさと元気事業元気事業元気事業元気事業 ＨＨＨＨ２１２１２１２１ ２２２２次補正次補正次補正次補正 ６５６５６５６５億円億円億円億円

地域地域地域地域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴ利活用広域連携事業利活用広域連携事業利活用広域連携事業利活用広域連携事業 ＨＨＨＨ２２２２２２２２ ８２８２８２８２億円億円億円億円

ＨＨＨＨ２３２３２３２３ ２５２５２５２５....５５５５億円億円億円億円

（新ＩＣＴ利活用サービス創出支援事業（新ＩＣＴ利活用サービス創出支援事業（新ＩＣＴ利活用サービス創出支援事業（新ＩＣＴ利活用サービス創出支援事業

（（（（ユビキタス特区ユビキタス特区ユビキタス特区ユビキタス特区事業継続分））事業継続分））事業継続分））事業継続分））
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■地域情報化地域情報化地域情報化地域情報化アドバイザー派遣制度アドバイザー派遣制度アドバイザー派遣制度アドバイザー派遣制度

地域の要請に基づき、総務省からの委嘱を受けた「地域情報化アドバイザー」を派遣し、当該地域の情報

化を「基盤」「利活用」「人材」の３つの側面から助言するもので、平成２０年１月から実施。

■地域情報化アドバイザーの地域情報化アドバイザーの地域情報化アドバイザーの地域情報化アドバイザーの構成構成構成構成

大学での研究活動や地域における企業活動、NPO活動等を通じて、地域情報化に知見・ノウハウを持つ有

識者により構成される。公表されている各アドバイザーの専門分野や取組実績に基づく依頼者からの指名や、

要請内容に応じた事務局による選出により、各地域の課題に適合するアドバイザーを派遣する。

地域情報化アドバイザーについて地域情報化アドバイザーについて地域情報化アドバイザーについて地域情報化アドバイザーについて

地域地域地域地域情報化アドバイザー情報化アドバイザー情報化アドバイザー情報化アドバイザー

（平成（平成（平成（平成24242424年１月現在58585858名名名名））））

支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域

（（（（（（（（地方公共団体を通じ地方公共団体を通じ

て要請）て要請）

派遣派遣派遣派遣要請要請要請要請

アドバイザー派遣アドバイザー派遣アドバイザー派遣アドバイザー派遣

※アドバイザーや派遣要請者との調整などの派遣事務は、外部請負者が実施

平成２０年１月からこれまでに、延べ２３２回の派遣を実施平成２０年１月からこれまでに、延べ２３２回の派遣を実施平成２０年１月からこれまでに、延べ２３２回の派遣を実施平成２０年１月からこれまでに、延べ２３２回の派遣を実施
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ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴ地域マネージャー派遣地域マネージャー派遣地域マネージャー派遣地域マネージャー派遣事業事業事業事業

ＩＣＴ基盤ＩＣＴ基盤ＩＣＴ基盤ＩＣＴ基盤・・・・システムを利活用して効率的システムを利活用して効率的システムを利活用して効率的システムを利活用して効率的・・・・効果的な事業の運営を検討する地域に対し効果的な事業の運営を検討する地域に対し効果的な事業の運営を検討する地域に対し効果的な事業の運営を検討する地域に対し、、、、実務的実務的実務的実務的・・・・技術的ノ技術的ノ技術的ノ技術的ノ

ウハウ等を有するＩＣＴ人材を一定期間にわたり派遣ウハウ等を有するＩＣＴ人材を一定期間にわたり派遣ウハウ等を有するＩＣＴ人材を一定期間にわたり派遣ウハウ等を有するＩＣＴ人材を一定期間にわたり派遣。。。。

１１１１ 施策の概要施策の概要施策の概要施策の概要

２２２２ 施策の効果施策の効果施策の効果施策の効果

全国において地域間格差の是正を目的としたＩＣＴ基盤の整備が進められてきたが、その基盤を使い提供され全国において地域間格差の是正を目的としたＩＣＴ基盤の整備が進められてきたが、その基盤を使い提供され全国において地域間格差の是正を目的としたＩＣＴ基盤の整備が進められてきたが、その基盤を使い提供され全国において地域間格差の是正を目的としたＩＣＴ基盤の整備が進められてきたが、その基盤を使い提供され

るＩＣＴを利活用したサービスには、依然として地域間格差が存在する。既存のＩＣＴ基盤や今後導入する新たなるＩＣＴを利活用したサービスには、依然として地域間格差が存在する。既存のＩＣＴ基盤や今後導入する新たなるＩＣＴを利活用したサービスには、依然として地域間格差が存在する。既存のＩＣＴ基盤や今後導入する新たなるＩＣＴを利活用したサービスには、依然として地域間格差が存在する。既存のＩＣＴ基盤や今後導入する新たな

ＩＣＴ基盤を有効活用して地域の様々な課題を解決するためには、実務的・技術的ノウハウ等が必要。ＩＣＴ基盤を有効活用して地域の様々な課題を解決するためには、実務的・技術的ノウハウ等が必要。ＩＣＴ基盤を有効活用して地域の様々な課題を解決するためには、実務的・技術的ノウハウ等が必要。ＩＣＴ基盤を有効活用して地域の様々な課題を解決するためには、実務的・技術的ノウハウ等が必要。

・・・・地域で不足するＩＣＴ人材の参画により地域で不足するＩＣＴ人材の参画により地域で不足するＩＣＴ人材の参画により地域で不足するＩＣＴ人材の参画により、、、、地域課題の地域課題の地域課題の地域課題の・・・・地域で不足するＩＣＴ人材の参画により地域で不足するＩＣＴ人材の参画により地域で不足するＩＣＴ人材の参画により地域で不足するＩＣＴ人材の参画により、、、、地域課題の地域課題の地域課題の地域課題の

解決に資するＩＣＴを利活用した事業が開始解決に資するＩＣＴを利活用した事業が開始解決に資するＩＣＴを利活用した事業が開始解決に資するＩＣＴを利活用した事業が開始・・・・進展進展進展進展。。。。

・・・・地域人材と外部人材の連携により地域人材と外部人材の連携により地域人材と外部人材の連携により地域人材と外部人材の連携により、、、、地域内でのＩＣＴ地域内でのＩＣＴ地域内でのＩＣＴ地域内でのＩＣＴ

人材の育成人材の育成人材の育成人材の育成・・・・活用がすすむ活用がすすむ活用がすすむ活用がすすむ。。。。

・・・・各分野での効率的なＩＣＴ利活用が進み各分野での効率的なＩＣＴ利活用が進み各分野での効率的なＩＣＴ利活用が進み各分野での効率的なＩＣＴ利活用が進み、、、、ＩＣＴ基盤やＩＣＴ基盤やＩＣＴ基盤やＩＣＴ基盤や

システムに関する既存投資を活かすことができるシステムに関する既存投資を活かすことができるシステムに関する既存投資を活かすことができるシステムに関する既存投資を活かすことができる。。。。

３３３３ 国が実施する必要性国が実施する必要性国が実施する必要性国が実施する必要性

・・・・地域におけるＩＣＴ人材の不足は全国的に共通の課地域におけるＩＣＴ人材の不足は全国的に共通の課地域におけるＩＣＴ人材の不足は全国的に共通の課地域におけるＩＣＴ人材の不足は全国的に共通の課

題であり題であり題であり題であり、、、、国の主導により全国的に支援することが国の主導により全国的に支援することが国の主導により全国的に支援することが国の主導により全国的に支援することが

効果的効果的効果的効果的。。。。

・・・・各地域での取組事例や経験を共有することで各地域での取組事例や経験を共有することで各地域での取組事例や経験を共有することで各地域での取組事例や経験を共有することで、、、、よりよりよりより

きめ細やかな対応が可能となりきめ細やかな対応が可能となりきめ細やかな対応が可能となりきめ細やかな対応が可能となり、、、、全国的な底上げに全国的な底上げに全国的な底上げに全国的な底上げに

つながるつながるつながるつながる。。。。

イメージを表示できません。メモリ不足のためにイメージを開くことができないか、イ

メージが破損している可能性があります。コンピュータを再起動して再度ファイルを

開いてください。それでも赤い x が表示される場合は、イメージを削除して挿入し

てください。
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（一財）全国地域情報化推進協会が自治体の防災関連業務を平成２０年度に自治体間の防災情報共有を目的とした「防災情報共有

業務ユニット」を検討・策定した。

・情報共有できる環境構築で、被災自治体

の職員の負荷（照会への対応）を上げる

ことなく、多くの関係機関で被災現場の

地方公共団体に集約されるべき被災状況・災害対策状況等の防災情報を、ＩＣＴを活用して団体内および団

体間で共有することにより、迅速・正確で効果的な災害対策活動を実現する。

システム間連携を可能にするために各システムがあらかじめ準拠すべき業務や技術の標準（ルール）を「地

域情報プラットフォーム標準仕様」とし策定。

（参考）「地域情報プラットフォーム（参考）「地域情報プラットフォーム（参考）「地域情報プラットフォーム（参考）「地域情報プラットフォーム////防災情報共有ユニット」の概要防災情報共有ユニット」の概要防災情報共有ユニット」の概要防災情報共有ユニット」の概要

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

活用のメリット活用のメリット活用のメリット活用のメリット活用のメリット活用のメリット活用のメリット活用のメリット

関係機関関係機関関係機関関係機関関係機関関係機関関係機関関係機関近隣市町村・消防近隣市町村・消防近隣市町村・消防近隣市町村・消防近隣市町村・消防近隣市町村・消防近隣市町村・消防近隣市町村・消防国国国国国国国国 都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県
民間（ＮＰＯ等）民間（ＮＰＯ等）民間（ＮＰＯ等）民間（ＮＰＯ等）民間（ＮＰＯ等）民間（ＮＰＯ等）民間（ＮＰＯ等）民間（ＮＰＯ等）

迅速な意思決定

迅速・的確な救済活動

現場との情報共有

行政間の

協力連携

の早期確立

正確な情報

迅速・的確な

救命・消火・

ﾚｽｷｭｰ活動

迅速な支援活動

的確・迅速な

意思決定

連携 連携 連携 連携

●正確な情報共有で適切な状況判断を支援

ことなく、多くの関係機関で被災現場の

正確な状況を確認・把握が可能に。

・自治体が支援要請等を行う際に、文字情

報に加えて映像・画像等の情報を付与す

ることで、客観的な被害状況や規模を迅

速に伝達。

情報収集・共有の強化情報収集・共有の強化情報収集・共有の強化情報収集・共有の強化

モバイル端末

災害映像

街頭での

情報提供

情

報

問合せへの

迅速な回答

的確な救済活動の実現的確な救済活動の実現的確な救済活動の実現的確な救済活動の実現

防災情報標準化防災情報標準化防災情報標準化防災情報標準化

災

害

画

像

正確な情報

の把握

住民サポートの向上住民サポートの向上住民サポートの向上住民サポートの向上

避難場所等の

救済情報の

迅速化 迅速・的確な救済活動

災害現場、他地域への正確、

ﾀｲﾑﾘｰ、必要十分な情報の提供

安否情報、被災情報、救援情報 等

災害現場への正確、ﾀｲﾑﾘｰな

情報の提供と収集

被災情報、救援情報、安否情報 等

災害現場の正確、ﾀｲﾑﾘｰな情報

収集

被災情報、救済情報等

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

データ構造の標準化データ構造の標準化データ構造の標準化データ構造の標準化
アプリケーション機能の標準化アプリケーション機能の標準化アプリケーション機能の標準化アプリケーション機能の標準化

公共公共公共公共

ネットワークネットワークネットワークネットワーク

防災業務アプリケーションユニットの活用イメージ（将来像）

公共情報コ

モンズ

・情報システムの活用により「統計情報の

算出」「報告資料の作成」「照会への迅速

な対応」等、作業の効率化が可能に。

・自治体内で、住民基本台帳をはじめとす

る業務システムと連携させることで、大規

模災害時に大量発生する「被災住民対

応（手続き等）」の迅速な処理が可能に。

●情報システムの活用による業務の効率化



（参考）「公共情報コモンズ」の概要（参考）「公共情報コモンズ」の概要（参考）「公共情報コモンズ」の概要（参考）「公共情報コモンズ」の概要

情報発信主体情報発信主体情報発信主体情報発信主体

多様なメディア多様なメディア多様なメディア多様なメディア

から情報提供から情報提供から情報提供から情報提供

情報を収集・フォーマット変換情報を収集・フォーマット変換情報を収集・フォーマット変換情報を収集・フォーマット変換

生活者（住民）生活者（住民）生活者（住民）生活者（住民）

データの交換方式のデータの交換方式のデータの交換方式のデータの交換方式の統一統一統一統一

「公共情報コモンズ」とは、ＩＣＴを活用して、災害時の避難勧告・指示など地域の安心・安全に

関するきめ細かな情報の配信を簡素化・一括化し、テレビ、ラジオなどの様々なメディアを通じ

て、地域住民に迅速かつ効率的に提供することを実現するもの。

〔（一財）マルチメディア振興センターが運営〕

情報を提供情報を提供情報を提供情報を提供

【地方公共団体】

・避難情報

（準備、勧告、指示）

・避難所情報

27

パソコンパソコンパソコンパソコン

デジタルＴＶデジタルＴＶデジタルＴＶデジタルＴＶ

パソコンパソコンパソコンパソコン

携帯電話携帯電話携帯電話携帯電話

災害情報等の授受を共通化する仕組みとして

①情報の収集・配信等の機能

②データの出力方式に合わせた変換機能

を有する災害情報基盤システム

（調整中）

（調整中）

公共情報公共情報公共情報公共情報公共情報公共情報公共情報公共情報

コモンズコモンズコモンズコモンズコモンズコモンズコモンズコモンズ

・避難所情報

・災害対策本部設置情報

・被害情報

・土砂災害警戒情報

・お知らせ（イベント）情報

※情報発信を検討中

【交通関連事業者】

例：交通機関

運行（運航）情報

【ライフライン事業者】

（ガス・水道等）

例：ライフライン

復旧見通し情報


